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令和７年度 渋谷区社会福祉事業団 運営方針 

１ はじめに 

 当事業団は、区民の誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、 

社会福祉施設の運営と関連事業を展開しており、令和６年度は、各施設において、コロ 

ナ禍で開催できなかった様々なイベントを再開し、利用者にあらためて日常の楽しみを

提供するとともに、利用者とご家族が共に過ごしていただける安全な環境を作るよう努 

めてきた。 

今後、当事業団は、区の方針により、社会福祉協議会との統合が検討されており、利 

用する区民の顧客満足度をより高められるサービスを提供するとともに、今まで以上に 

効率的な運営を実現していかなければならない。 

令和７年度は、財務会計システムと人事労務関係システムの更新に合わせて、まず、 

システム上で決裁が可能な財務会計システムと汎用型ワークフローを導入し、ペーパー

レス化を図る。さらに、勤怠データと給与の計算が連携する新たなシステムを導入し、

これまで手作業で行ってきた業務を改善していく。 

一方、区からは、「渋谷区重層的支援体制整備事業実施計画」に基づき、属性や世代 

を問わず相談を受け止める「断らない相談体制」を推進する方針が示されており、その 

担い手として、１１か所の全地域包括支援センターに、これまでの障がい者の相談に加 

えて、子ども及び生活困窮者の相談が受けられるように、体制を整えていく。 

２ 基本方針 

 渋谷区の福祉施策に沿って、より良いサービスの提供と効果的かつ効率駅な運営に努 

め、もって区民福祉の増進を図る。 

（１）これからの社会福祉施設並びに在宅福祉サービスは、地域に根差し、地域に親しま

れる、開かれたものとする。 

（２）利用者の人格・個性を尊重しつつ、より快適な生活実現のためのサービスを提供す

  る。 

（３）今後の少子高齢社会による環境の変化等とともに、高齢者、障害者、母子世帯及び

乳幼児を含めた区民の多様な福祉ニーズについて、渋谷区と十分な協議を行い、きめ 

細かく対応する。 

（４）ＩＴの活用を検討し、職員の負担軽減とサービスの向上に取り組む。

（５）利用率の向上を図り、収入の確保に努め、安定的経営に取り組む。
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３ 重点的取り組み 

（１） 効率的な運営体制の確立 

新たな財務会計システムと人事労務・勤怠管理・給与計算などの業務を１つにまと 

  めて管理できる新システムを導入するとともに、これらのシステムの安定的運用を確 

保するため、職員に対して十分な情報提供を行う。 

（２）利用者（区民）が満足を得られる質の高いサービスの提供 

   高齢者福祉施設及び障がい者福祉施設では、各職員の専門的な知識・最新の技術の 

習得に努め、より質の高いサービスの提供を目指す。 

また、地域包括支援センターでは、区民が安心して利用できる総合相談窓口として 

の機能を安定的に提供するとともに、専門職の確保に取り組み、区が整備を進める重 

層的支援体制の相談窓口としての機能を発揮するため、職員の育成に努める。 

   児童福祉では、良質な保育環境を確保し、多様な保育サービスの拡充や子育てを支 

  援する取り組みを継続する。また、令和６年度に開園した原宿こども園については、 

民間団体と連携して今後さらにスポーツを特色とした運営に取り組み、その特徴を生 

かして入園児の確保を図るとともに、区内では唯一実施している病後児保育を含めて、 

安定した運営を目指す。 

（３）人材の確保と育成  

  人材の確保については、ハローワークとの連携強化、事業団ホームページの改善、 

民間求人広告の活用、区内社会福祉法人や事業者との協力、その他多様な職員採用方 

法を用いて対応する。 

また、職員のキャリアパスを想定した昇任制度や評価制度を活用して、適切な人事 

評価を実施することや、働きやすい職場環境の整備を図り、職員のより一層の定着を 

目指す。 

更に、職場研修（ＯＪＴ）の充実、外部研修への計画的な派遣など、職員の能力向 

  上への取り組みの強化を図る。 

   障がい者雇用については、特別支援学校等との連携を図り、法定雇用率の達成に努 

  める。 

（４）感染症対策 

   新型コロナウイルス感染症だけでなく、インフルエンザやこれまで特に警戒してき 

  たノロウイルスなどの感染性胃腸炎など、感染予防のための対策を継続し、利用者の 

健康管理、施設の衛生管理に細心の注意を払っていく。また、感染が判明した場合に 

は、管理医、嘱託医及び協力病院との連携のもと、これまで積み重ねてきた研修の知 
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識や様々な経験を活かして、迅速に対応する。 

（５）施設の維持管理 

   施設の老朽化に伴う、各種設備の経年劣化による不具合を未然に防止するよう、適 

  切な維持管理に努め、各施設の快適な利用環境の確保に努める。 

 

４ 事業団の職員体制                     

※ 人員配置は、令和７年４月１日現在（以下、同じ。） 

※ 施設長は、事務３人、介護支援専門員１人、母子支援員１人、職業指導員１人及び保育士６人 

※ 部長は、こども未来部長（事務１人） 

※ 課長は、参与（事務１人）、総務課長（事務３人）、人事課長（事務１人）、事業課長（介護支援 

専門員２人）、地域包括ケア担当課長（介護支援専門員１人）、保育支援担当課長（保育士１人） 

※ 正規職員は、給与規程の適用を受ける職員（特定職員、再任用職員、渋谷区からの派遣職員を含む。 

ただし、週４０時間未満勤務の職員は除く。）（以下、同じ。） 

※ 非正規職員には、再任用職員（週４０時間未満勤務）、準職員、非常勤職員を含む（以下、同じ。） 

※ 介護支援専門員には、生活相談員を含む（以下、同じ。） 

※ 上記のほかに短時間勤務臨時職員あり 

事務局長 部長 施設長 課長 事務
介護支援
専門員

介護士

 正規職員 1人 1人 12人 9人 18人 57人 104人

（増減） － － － － ▲1人 － ＋4人

 非正規職員 － － － － 6人 3人 48人

（増減） － － － － － － ▲4人

理学
　療法士

作業
　療法士

保健師・
　看護師

栄養士 調理
母子
　支援員

少年
　指導員

 正規職員 2人 2人 37人 2人 4人 3人 1人

（増減） － － － － － － －

 非正規職員 － － 5人 1人 4人 1人 －

（増減） － － － － － － －

生活
　支援員

職業
　指導員

保育士 用務
心理療法
担当職員

合　計

 正規職員 9人 10人 143人 　－ 　－ 415人

（増減） － ＋2人 ＋2人 － － ＋7人

 非正規職員 8人 2人 46人 6人 1人 131人

（増減） － ▲2人 ＋4人 － － ▲2人

（前年度との増減） 総合計 546人

　＋：増加　▲：減少　－：増減なし （増減） ＋5人
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渋谷区社会福祉事業団本部事務局の事業計画 

 

 

１ 事業計画 

  事業団本部事務局は、法人本部としての機能を果たし、事業団運営に関する総括的な 

 管理を行う。評議員会及び理事会の開催等の法人存立に関する事務や人事及び経理の総 

 括、職員の福利厚生、研修、事業委託者である渋谷区と各施設の調整等、法人の運営に 

 関する事務全般を所管する。特に人事においては、各施設との十分な情報共有のもと、 

人材確保が厳しい介護士・保育士等の確実な採用及び定着を目指す。また、勤怠管理、 

労務管理、給与計算、財務会計システムを刷新し、並びに新たに経費精算、ワークフロ 

ー（決裁システム）の導入により、業務の効率化、ぺーパーレス化を推進していく。更 

に、会計監査人による監査を引き続き実施することにより、内部統制を強化し、より一 

層経営の透明性を高める。 

  また、区の方針に基づき、社会福祉法人渋谷区社会福祉協議会との統合に向けた検討 

 を進める。 

 

 Ⅰ 本部事務局の運営 

（１）法人の各機関の運営事務 

   ① 評議員会 

    予算、決算、事業計画及び事業報告等の重要事項の決議を行うために評議員会を 

開催する。 

 評議員の構成・・・保健医療関係者３人、学識経験者２人、地域代表者３人、福 

祉関係者１人、渋谷区職員１人 合計１０人（８人以上１０人 

以内） 

   ② 評議員選任・解任委員会 

    評議員の選任及び解任を行うため、評議員選任・解任委員会を開催する。 

    委員会の構成・・・監事１人、法人職員１人、外部委員２人 合計４人 

   ③ 理事会 

    事業団の執行体制を管理し、法人業務の重要事項についての決定や予算、決算、 

   事業計画及び事業報告等を審議するため、理事及び役員を置き、理事会を開催する。 

    理事の構成・・・・・・理事長、副理事長、常務理事、理事 合計８人（７人以 

              上９人以内） 
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    上記以外の役員・・・・監事２人（２人以上４人以内） 

   ④ 会計監査人 

    法令の定めるところにより、事業団の計算書類等を監査する公認会計士を置く。 

 （２）事業団の総括に関する事務、給与事務 

    予算・決算の調整、会計の総括、給与事務、定款・規程に関する事務を行う。 

 （３）職員の人事管理、職員研修及び福利厚生 

    職員の一般的な人事管理、職員募集・選考・採用等の事務処理とともに、職員の 

   資質向上のため、研修への参加を促進する。 

 （４）渋谷区及び各施設との連絡・調整 

    本部事務局は、各施設が常に利用者への質の高いサービスが提供できるように、 

   様々な課題に対して、渋谷区の所管課と協議し調整を図る。 

 （５）こども園及び保育園に関する経営管理 

   ① こども未来課において、各園を統括し、運営に関わる調整を行い、スムーズな 

    運営ができるよう支援する。保育士等の新規採用に関わる業務についても行う。 

   ② こども園及び保育園に関する経理や保育料・給付費・扶助費等の請求及び収納 

の管理、施設整備、財産管理等を行う。 

 （６）本部事務局の職員体制  

    

事務局長 部長 課長 事務 合計

 正規職員 1人 1人 3人 9人 14人
     

※ 部長は、こども未来部長（事務）１人 こども未来課長を兼務する 

※ 課長は、総務課長（事務）、人事課長（事務）、保育支援担当課長（保育士）各１人。 

※ 上記のほかに短時間勤務臨時職員あり（事務、保育士） 
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渋谷区あやめの苑・代々木の事業計画 

 

 

１ 基本理念  

  老人福祉法の基本理念及び『人を大切にする』『人に対する思いやり』 

 

２ 基本姿勢 

  渋谷区あやめの苑・代々木は、事業団の運営方針に則り、区民の誰もが、人生の最終 

ステージに至るまで、住み慣れた地域で安心できる生活を送ることができることを目的 

とする。 

職員一人ひとりが公的施設の役割と使命を自覚し、幅広いニーズに的確に応え、区民 

に信頼される質の高いサービスの提供と、効率的な運営に努める。 

 特別養護老人ホームにおいては、在宅生活が困難となった要介護高齢者に対して、従 

来型特養に１６人を生活単位としたグループケアを取り入れ、顔馴染みの職員で安全で 

安心できる快適な生活環境を整え、できる限りの個別ケアの実現を目指す。   

ショートステイにおいては、介護度・医療依存度・家族背景など様々な状況にある利 

 用者が可能な限り在宅生活を継続できるよう、多様な希望に応じた、きめ細やかなサー 

ビス提供に努める。 

デイサービスにおいては、利用者の日常生活動作（ＡＤＬ）の維持、向上に努め、地 

域の高齢者ができる限り自宅で自立した日常生活を送れるようにすることを目的とし、 

社会的孤立感の解消や介護者の負担軽減を図る。渋谷区より委託された「区独自基準通 

所型サービスＡ」においては、要介護状態にならないよう、機能強化に重点をおいたサ 

ービスを提供し、区民の福祉ニーズに対応していく。 

 さらに、施設内に地域包括支援センターも併設し、地域に密着した断らない相談体制 

を推進するとともに、引き続き、デイサービス、ショートステイ、特別養護老人ホーム 

と、その時々の利用者状況に適したサービスを、馴染みの環境の中で提供していく。 

 また、令和７年度は、職員がデイルーム等で利用者の見守りを行いながら記録入力も 

行えるように、介護グループ毎に新たにタブレットを導入し、業務の効率化を図ってい 

く。 

 当事業の実施にあたっては、新型コロナウイルスを始め、様々な感染症の発生状況を 

常に注視して、重症化リスクの高い利用者の安全と健康を守ることを最優先に考え、で 

きる限りの感染防止対策を講じていく。 
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 なお、昨年度実施した第三者評価の結果を踏まえ、より一層のサービス向上、事業の 

適正化を進めていく。 

 

３ 運営方針 

（１） 事業団が区民福祉のための施設であることを深く理解し、公平性と透明性を確保の 

うえ、施設を利用する高齢者が満足できる質の高いサービス提供に努める。 

（２）個人の尊厳（人格・信条等）と人間性の尊重をケアの原点とし、一人ひとりが大切 

  にされていると感じ、日々の生活を快適に送ることができるよう努める。 

（３）地域に根差し、地域に親しまれる施設、地域福祉の推進に貢献できる施設づくりを 

目指す。 

（４）職員は専門職としての自覚を持ち、それぞれが常に知識・技術の専門性を高めるよ 

う努め、互いを尊重し、利用者本位となり協力し合うチームケアを目指す。 

（５）常に最新の知見の把握と更なるＩＴ化を進め、ケアの質の向上、利用率の維持向上 

など、介護報酬の収入確保を図るとともに、コスト削減に努め、効率的な運営を行う。 

 

４ 職員体制  

  

施設長 課長 事務
介護支援
専門員

介護士 栄養士

 正規職員 1人 3人 2人 4人 32人 1人

 非正規職員 16人

調理
理学
　療法士

作業
　療法士

看護師 合計 総合計

 正規職員 4人 1人 1人 7人 56人

 非正規職員 3人 2人 21人
77人

 

   ※ 課長は、参与（事務）、総務課長（事務）、事業課長（介護支援専門員）各１人 

   ※ 上記のほかに短時間勤務臨時職員あり（事務・介護士・栄養士・調理・作業療法士） 

   ※ 地域包括支援センターの職員は別掲 

 

５ 勤務体制 

  職員は１か月ごとの勤務割表により、週平均４０時間勤務する。 
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（１）特別養護老人ホーム及びショートステイ担当職員 

職種 勤務

16:45

15:45

10:15 19:00

遅１

遅２

9:15 18:00

11:15

12:15

20:00

21:00

7:15

8:30 17:15

13:15

21:45

22:00

9:30 16:30

20 21 22 231917 1814

調理

16

7:00

8:00

126 7 13 158 9 10 110 1 2 3 4 5

介護士

平常

夜勤
看護師

早１

早２

夜勤

遅３

日１

日２

早番

平常

遅番 19:3010:45

6:00 14:45

8:30 17:15

 

（２）デイサービス担当職員 

職種 勤務
平常

遅番

8:30 17:15

9:15 18:00

5 6 15 1611 12 13 14 2318 19 20 2117 222 3
介護士
看護師

8 9 1070 1 4

 

（３）その他の職員 

職種

8:30 17:15

15 1611 12 13 140 1
事務
介護支援専門員
栄養士
理学療法士
作業療法士

2318 19 20 2117 222 3 8 9 1074 5 6

 

 

６ 運営体制 

（１）特別養護老人ホーム及び高齢者在宅サービスセンターの各部門の執行体制を明確に 

  するとともに、各部門において有機的な連携や協力が促進されるよう、総合的で実効 

  性のある施設運営を行う。 

（２）会議や委員会を下記のとおり定期的に開催し、職員に積極的な組織運営への参加を 

  求め、課題に対する共通認識や改善に対する意識の向上を図るとともに、組織の円滑 

  な運営と職場の活性化を確保する。 

 

会議名 開催頻度 概 要 

①運営会議 
毎月 

第２水曜日 

施設運営の協議決定機関で、協議の 

内容は全職員に周知する。 
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②安全衛生委員会 
毎月 

第２水曜日 

労働安全衛生法に基づき設置、職員 

の健康管理、保健衛生、労働災害防 

止等について検討・協議を行う｡ 

③防災委員会 
奇数月 

第１水曜日 

施設の防災計画を策定するととも

に、年間の防災訓練計画を作成し、

それに基づき避難訓練等を行う。Ｂ

ＣＰの整備を行う。 

④給食委員会 偶数月第１水曜日 
厨房業務、栄養に関する報告・検

討・協議を行う。 

⑤食事委員会 毎月１回 
食事サービスの向上・改善に関する 

検討・協議を行う。 

⑥排泄委員会 毎月１回 
排泄サービスの向上・改善に関する

検討・協議を行う。 

⑦入浴委員会 毎月１回 
入浴サービスの向上・改善に関する

検討・協議を行う。 

⑧行事委員会 毎月１回 

年間行事計画を策定するとともに各 

行事の実施計画を作成し、それに基 

づき行事を行う。 

⑨ケース会議 

毎月 

第１・第３水曜日 

第４木曜日 

特別養護老人ホームの入居者のケア 

プランと日々の介護内容を検証し新 

たな援助計画の検討・協議を行う。 

⑩虐待防止委員会 四半期に１回 

施設利用者の権利を守り、虐待を防

止するための体制を検討・協議す

る。 

⑪事故防止検討委員 

 会 

毎月 

第２水曜日 

介護事故等（ヒヤリハット含む）を 

防止し、安全かつ適切に質の高い介 

護サービスを提供する体制を検討・ 

協議する。 

⑫医療的ケア検討委

員会 
毎月１回 

職員が安全に医療的ケアを行うため 

に、ケアの実施状況の把握や研修内 

容の見直しを定期的に行う。 

⑬褥瘡予防対策委員 

 会 
毎月１回 

施設利用者に対し、褥瘡が発生しな 

いよう適切な介護に努めるとともに 

防止するための体制を整備する。 

⑭感染症対策委員会 
奇数月第２水曜日 

（必要時は随時） 

感染症の予防・蔓延防止のため、施 

設利用者の安全確保に努める体制の 

整備を行う。ＢＣＰの整備を行う。 

⑮身体拘束適正化検

討委員会 
四半期に１回 

身体拘束を廃止し、利用者の尊厳を 

守るため、検討・協議を行う。 
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⑯看取り介護に関す

る委員会 
年２回 

特別養護老人ホームの入居者が終末 

期に穏やかで安らぎのある生活を過 

ごせるように、看取りに関する環境 

整備を行い、検討・協議する。 

⑰人材育成委員会 毎月１回 

職員の質の向上を目的とし、内外の 

研修の活用も含め階層別教育の体制 

を整備する。 

⑱リーダー会議 
毎月 

第２・第４木曜日 

各グループの状況を共有し、相互の

課題解決を図ると共に、施設内の情

報を共有する。 

⑲広報委員会 年３回 年に３回広報誌を発行する。 

⑳事業継続推進委員会 年１回 

職員からＢＣＰについて改善すべき事

項について意見を聞き、計画の見直し

を行う。 

㉑生産性向上委員会 毎月１回 
介護サービスの向上と職員の負担軽

減を図るため検討・協議を行う。 

 

７ 職員育成 

  質の高いサービスを提供するためには何よりも職員の質の向上が重要である。更に、 

 近年は福祉ニーズの多様化に対応するためにも職員の広範な知識と高い介護技術が求め 

 られ、その修得が必要となっている。 

  また、認知症ケアについては、科学的根拠に基づいた体系的な知識が必要である。 

  事業団の職員として、質の高い、より良いサービスを提供し、求められるニーズに応 

えていくため、各職種職員が専門性を高め、必要な職員研修を体系的、継続的に行う。 

（１）施設内研修 

  ア 採用時新任研修 

    高齢者福祉施設の職員として必要な基礎知識について、施設の基本理念、服務規 

 律、行動規範、サービスマナー、虐待防止、リスクマネジメント、ＢＣＰ、感染症 

対策の基礎知識等に関する研修を、管理職、各職種で分担して実施する。介護職員 

に対してはОＪＴで介護技術やその他実務についての研修を行う。 

  イ 職場内研修 

    適切なケアを実践するために必要な内容の研修を計画的に実施する。 

   ① 虐待防止研修・身体拘束適正化研修・倫理研修 

    ・権利擁護の専門講師による虐待に関する正しい知識を学ぶ講義（事業団合同） 

・各職種職員による虐待研修及び身体拘束適正化研修 
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・倫理研修（全職員対象に職業倫理、服務規律、事業団職員としての役割等を学 

ぶ） 

② 事故防止対策研修 

・リスクマネジメント専門講師による講義（事業団合同） 

・各職種職員による事故防止に関する様々な研修（移乗介助、骨折予防等） 

   ③ ＢＣＰ研修 

    ・感染症・災害が起こった場合の協力体制や手順について学ぶ 

④ サービスマナー研修 

・外部講師による講義（事業団合同） 

・施設内での職員によるサービスマナー研修 

   ⑤ 感染症予防対策研修 

    ・看護職員による感染症の基礎知識を学ぶ研修（総論） 

    ・介護職員による実務研修（感染症発生時の適切な対処法等） 

   ⑥ 看取りケア研修 

    ・看護師による看取りケアの講義 

  ウ ОＪＴ研修（現任研修） 

①  日常業務を行いながら、先輩職員が実践的な研修を行う。研修担当者を決め、 

 介護技術等の習熟状況チェックを実施し、係長、主任は振り返り研修を行い、フ 

ォローする。 

   ② 機能訓練指導員による個別指導 

     移乗や体位変換等の介護技術を、介護職員に個別にチェック、指導を行う。 

エ 各職種による研修 

    各職種が講師となり、その専門性に基づき様々なテーマで計画的に研修を実施す 

る。 

  オ 講師による専門研修 

    日々の介護サービスで新たに必要となるスキルを取得するため、施設に講師を招 

   いて研修を行う。 

  カ 普通救命講習（年１回） 

（２）施設外研修 

  ア 専門・実務研修 

    東京都社会福祉協議会やその他の関係機関が開催する専門研修に積極的に参加す 

る。（東京都認知症介護基礎研修、東京都認知症介護実践者研修、感染症対策指導 
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者養成研修、介護サービス事業者高齢者権利擁護研修等） 

  イ 交流研修 

事業団がユニット型、従来型（多床室）の２つの特別養護老人ホームを運営して 

   いる特性を活かし、施設間の交流研修を行う。業務の習熟度を確認する機会とし、 

   施設の利用者に適切なサービスを提供出来る職員育成を行う。研修期間は概ね３か 

   月とする。 

 

８ 施設管理 

  施設の利用者が、安心して快適に生活ができるよう、常に良好な生活環境を確保する 

 ため、建物・設備等機器類の定期的保守・点検及び建物内清掃・警備業務を専門業者に 

 委託し、施設の老朽化による、各種設備の経年劣化を事前に把握するとともに、施設の 

適正な維持管理を行う。 

 

９ 防災対策 

  消防法に基づき消防計画を策定し、防災設備・避難誘導器具等の日常点検の徹底を図 

 るとともに、年間の防災計画に従い訓練を月１回行い、地域との協力体制も含めた共同 

訓練も実施する。また、夜間想定訓練を年１回以上行う。 

  災害時における、利用者、職員の安全確保と事業継続による生活環境の確保を目的と 

してＢＣＰの運用管理、事業継続推進委員会による見直し及び研修を実施する。 

 

１０ 事故防止対策 

  施設においては、少しの不注意や油断が大きな事故につながることがある。次のこと 

を厳守し、事故を未然に防止する。 

（１）サービス提供に際しては、常に起こりうるリスクを念頭に置き、安全を最優先に行 

う。インシデント（ヒヤリハット）は出来るだけ挙げるように心がけ、大きな事故に 

至る前に検証し対策を講じていくよう努める。起きてしまったアクシデントは速やか 

に検証、原因の分析を行い、対策を検討し、同様の事故を防ぐよう努める。 

（２）建物内の各室・廊下にみだりに物を置かない等、利用者の身の回りの環境を、危険 

  のないよう整備し、常に万全の配慮を行う。 

（３）薬品・洗剤・その他危険物は、指定した場所に保管し、職員以外の者の手に触れな 

  いよう厳重に管理する。 

（４）施設の安全点検を定期的に行う。 
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（５）毎月、事故防止検討委員会を開催し、起こった事故の検証、原因分析を行い、事故 

  の再発防止に努める。また、事故の発生を発生時の適切な対応を推進するために安全 

対策担当者を設置し、リスクマネジメントを強化していく。 

 

１１ 労働安全衛生管理 

（１）職場における職員の健康管理・安全衛生に資するため、労働安全衛生法に基づき産 

  業医・安全衛生管理者を選任し、毎月１回定期的に安全衛生委員会を開催する。 

  職員の健康診断は、夜勤に従事する職員については年２回、その他の職員は年１回 

定期的に行う。 

（２）職場の秩序を維持し、職員個々の能力を十分に発揮できるよう、組織が一丸となっ 

て、様々なハラスメントへの対策が大きな課題となっている昨今の社会情勢を踏まえ、 

より一層の防止対策に努める。ハラスメントに起因する問題が生じた場合、職員が相 

談しやすい状況を作り、なるべく初期の段階でハラスメント発生の事実を把握し適切 

に対応するため、「職場におけるハラスメント防止対策の要綱」に基づき、ハラスメ 

ント防止担当者を設置し、ハラスメント防止に努める。 

（３）働きやすい環境づくり、職員個々の心身の健康維持、モチベーションの向上等のた 

め、個別面談形式で、管理職等が話をする機会を設ける。 

 

１２ 実習生の受入れ 

  高齢化が進み、要介護高齢者が増加する中で、高齢者福祉に携わる人材の育成も急務 

である。高齢者福祉施設の現場として、こうした社会のニーズに応えるべく、新型コロ 

ナウイルス等の感染症の発生状況を鑑みながら、可能な範囲で実習生の受入れを行う。 

 

１３ ボランティアの受入れ 

  地域に根差し開かれた施設として、積極的に様々なボランティア活動を受け入れる。 

 喫茶コーナー、音楽クラブ、手工芸クラブ活動及びその補助、歌、楽器演奏、話し相手、 

人と動物とのふれあい活動、音楽、演芸等の訪問、傾聴、車いすの清掃等、様々な感染 

症の発生状況を鑑みながら、定着と推進を図る。   

 

１４ 各事業の概要 

 Ⅰ 特別養護老人ホーム ―介護老人福祉施設― 

   定員は７０人で、個室、２人部屋、３人部屋、４人部屋を配置している。 
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入居者１６人を１グループとして、小人数のグループを生活単位としている。グル 

ープごとにリビング兼食堂を設置し、入居者だけでなく職員も同じ顔ぶれがケアを行 

うことで、馴染みの関係を作り、安心できる生活環境での個別ケアを目指す。 

（１）ケアプラン（個別援助計画） 

個人の尊厳（人格・信条等）と人間性の尊重をケアの原点として高齢者個々の心 

身の状況を把握し、本人や家族の意向を尊重したケアプランを各職種で連携して作 

成し、それに基づき介護を実践する。これまでの生活歴等も重視し、どんなに重度 

の状態にあっても、その人らしさを大切にしたケアを目指す。 

（２）介護・看護 

    介護職員は、入居者にとって最も身近にいる存在として、心身の状態を日々細や 

   かに観察する。普段と異なることがあれば、２４時間配置している看護職員に速や 

かに伝え、両者で連携を密にし、健康管理を適切に行っていく。口腔ケアにも力を 

入れ、適正な食事形態で安全に食事を楽しめるようにするとともに、薬だけに頼ら 

ない自然な排便をコントロールする取り組みを行う。  

 （３）食 事 

    食事は入居者にとって大きな楽しみである。栄養バランスのとれた、美味しい食 

事を提供する。日々の食事に入居者及び介護職員への聞き取り（嗜好調査等）を行 

い、その結果を反映させつつ、入居者に必要な栄養量に基づいた献立を施設の管理 

栄養士が作成し、施設の調理員が調理している。個々の嚥下機能に応じた食事形態 

（常食・一口大・きざみ・ミキサー）で、万全な衛生管理のもと適温・適時給食を 

行い、入居者が美味しく、安全に食事ができるよう努める。 

    また、入居者の栄養状態を適切にアセスメントし、その状態に応じて、栄養士を 

中心に多職種とも連携し、栄養ケア計画を作成する。食事摂取状況、栄養状態等に 

ついては、各職種が出席する会議等の機会に確認するよう努める。 

   ア 食事時間  朝食    ７：４５～ ８：４５ 

           昼食   １１：４５～１２：４５ 

           おやつ  １４：３０～１５：３０ 

           夕食   １７：３０～１８：３０ 

   イ きざみ食、ミキサー食の方に対しては夕食にはソフト食を提供し、より食べや 

すい食事を提供する。 

   ウ 食事で季節を感じて頂けるよう、季節の行事食（誕生会・新年・ひな祭り・敬 

老会等）や旬の食材を取り入れた献立を提供する。 
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   エ 普段とは違った雰囲気を味わっていただくため、各地の郷土料理を中心に月１ 

回のお楽しみメニューの日を設ける。 

   オ 希望する入居者に月１回出前食の日を設け、寿司、鰻等施設の食事とは違った 

味を楽しむ機会とする。 

   カ 月に２回選択食を行い、入居者がご自分で食事を選べる機会を設ける。 

   キ 近隣の幼保一元化施設「山谷かきのみ園」に昼食用汁物を提供する。 

（４）健康管理 

   ア 医師による管理 

常に入居者の健康状況の把握に努め、管理医の診療・指示により適切な健康管 

    理に努める。入居者の緊急時等における対応方法については、管理医と協力病院 

の協力を得て定めることとし、１年に１回以上、見直しを行う。 

     また、渋谷区医師会の協力を得て、毎月定期的に内科・精神科・整形外科等の 

    医師による訪問指導を次のとおり行う。 

①  管理医・産業医  ２人配置（うち１人は産業医兼務） 

     ② 内科医      月２回 

     ③ 整形外科医    月２回 

     ④ 精神科医     月２回 

     ⑤ 皮膚科医     月１回 

     ⑥ 耳鼻咽喉科医   隔月１回 

     ⑦ 眼科医      隔月１回 

   イ 歯科医師による管理 

口腔衛生については、渋谷区歯科医師会の協力を得て、月２回の歯科医師によ 

    る歯科健診を行う。更に、必要に応じて、歯科診療や嚥下機能の検査・評価を実 

施する。     

   ウ 協力病院     

入院しての治療が必要な場合に備え、病院と「協力病院協定」を締結する。 

協力病院との実効性のある連携体制を構築するため、入居者の急変時等に備え 

て、入居者の現病歴等の情報共有を行う会議を定期的に開催する。 

   エ その他 

管理医の指示のもと、認定特定行為業務従事者認定証（口腔内吸引と胃ろうに 

    よる経管栄養）を取得した介護職員が看護師と協働して経管対応を行う。 

（５）機能訓練 
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機能訓練指導員による心身機能のアセスメントをもとに、多職種で連携して個別 

機能訓練計画を作成する。訓練内容は、寝返り・起き上がり・歩行などの基本動作 

練習、食事・排泄・入浴などの生活動作練習、集団体操などレクリエーション活動 

を通して社会参加を図る。また入居者個々の状態に合わせて、車椅子やベッド周囲 

など生活環境の整備や福祉用具の選定、介助方法の検討を行う。 

（６）生きがい活動 

    入居者が施設において、生活により潤いを持たせ、楽しく生きがいのある生活を 

   送ることができるように、季節の行事・趣味活動（クラブ活動）・レクリエーショ 

ン・行事等を年間行事計画に基づき行う。活動を行う際には、入居者の心身の状況 

を踏まえ、各グループの特色を活かせるよう工夫して実施する。 

 なお、他者との接触により感染リスクのある活動の実施については、感染状況を 

鑑みながら、実施や実施方法を検討する。 

   ア 年間行事計画 

 各 種 行 事 

４月 お花見ドライブ 誕生会  

５月 菖蒲湯 端午の節句 動物ふれあい会 誕生会 買い物サロン 

６月 午後のお茶会 誕生会 

７月 七夕（夕食会） お盆行事（迎え火・送り火） 動物ふれあい会 誕生会 

８月 二期会 誕生会 

９月 敬老会 動物ふれあい会 誕生会 

10月 お祭り 歌謡ショー 誕生会  

11月 動物ふれあい会 誕生会 買い物サロン 

12月 銀杏並木ドライブ ゆず湯 クリスマス会 餅つき 誕生会 

１月 新年祝賀会 初詣 誕生会 

２月 午後のお茶会 節分 誕生会 

３月 ひな祭り（夕食会） 阿波踊り 動物ふれあい会 誕生会 

   イ 苑内外散歩、近隣へのドライブ  随時実施 

   ウ お楽しみメニュー（夕食） 月１回実施 

エ クラブ活動実施計画    

名称 活動日 対象人数 活動内容 

音楽療法 毎月１回 １０人程度 ピアノ伴奏による合唱 
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手工芸 

クラブ 
毎月第１土曜日 ５～１０人 毛糸を用いた共同作品 

おしゃれ  

クラブ 
毎月第３木曜日 １０人程度 

美容専門家により入居者を

美しくメイクアップ 

クラブ 

とんとん 
毎月３回 １０人程度 

各種ゲーム、レクリエーシ

ョン等 

読み聞 

 かせ 
毎月第２火曜日 １０人 本や紙芝居の読み聞かせ 

山口ファ

ミリー 
毎月第３土曜日 ２０人程度 

ピアノ、バイオリン、フル

ートのクラシック演奏 

アロマハ 

ンドマッ 

サージ 

毎月第４火曜日 ５～１０人 
会話を楽しみながらハンド

マッサージ 

（７）生活相談 

   ア 入居者及び家族には、入居時等に施設の運営状況、ケアの内容、必要な費用等 

    について介護支援専門員より十分説明し、契約の締結を行う。 

   イ 介護支援専門員は関係職員と協力し、入居者の心身の状況、家族関係など入居 

    者を取り巻く諸状況や要望等を把握し、それらの情報を活用してケアに反映する。 

   ウ 介護支援専門員は他職種職員と連携を取り、入居者のケアプランの策定と調整 

を行う。ケアプランの再策定に当たっては、ケアプランの実施状況を点検し、必 

要に応じて見直しを行うなど、サービスの改善に努める。 

   エ 入居者の施設での生活に関しては、入居者及び家族からの様々な相談に応じ、 

必要な助言及びその他の援助を行う。また、施設での日常生活に必要な諸費用の 

支払い及び所要の各種の行政手続きの代行を行う。 

   オ 長期入院や他施設入所等による退所に当たっては、関係機関と密接な連携を取 

    りながら、退所後の生活に必要な情報の提供や相談を行う。また、遺留金品の清 

    算等を行う。 

   カ サービスに関する相談、苦情の窓口となる。サービスに関する苦情等は、更な 

るサービスの質のアップにつなげる機会と捉える。 

   キ 入居者の家族に対し、年１回満足度調査を実施し、ケアの向上や職員の資質向 

    上等の業務改善に役立てる。 

（８）家族会 

    入居者のケア向上及び施設の円滑な運営を図るため、家族会との懇談会を開催す 

る。また、必要に応じ随時説明会等の会合を開くなど連絡を密にし、家族との信頼 

関係・協力関係の保持と向上に努める。 
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（９）要介護認定調査 

    渋谷区から委託を受けて、介護支援専門員により、介護保険法に基づく入居者の 

   要介護認定調査を行う。 

（１０）個人情報の保護 

    入居者の個人情報に関して、個人情報保護法等の目的や重要性を十分認識して適 

   切な取扱いを行う。 

 

Ⅱ 高齢者在宅サービスセンター 

（１）短期入所（ショートステイ）  

     ― 短期入所生活介護事業（介護予防短期入所生活介護事業を含む）― 

   ア 定員  １０人 

   イ 家族などに代わって、一定期間施設に入所する利用者の介護を行う。必要に応 

じて施設車による送迎を行う。 

   ウ 短期入所生活介護計画書及び介護予防短期入所生活介護計画書に基づき、特養 

    に準じた介護を行い、医療面は在宅のかかりつけ医と連携し対応する。 

   エ 介護者の急病・急用等の諸事情により、緊急で短期入所が必要になった場合等 

    の緊急な依頼に対しては、関係機関と連携を取り、可能な限り受入れに努める。 

   オ 住み慣れた地域で安心して在宅生活が続けられるよう、家族や関係機関と連携 

    して情報を共有し、状態を把握、個別のニーズへの対応に努め、包括的な生活支 

援の一端を担っていく。 

（２）通所介護（デイサービス）  

    ―通所介護事業（国基準相当通所型サービスを含む）― 

   ア 定員 １日２５人 月曜日～土曜日（祝日も実施） 

   イ サービス提供時間 午前８時４５分～午後５時１５分 

   ウ 居宅サービス計画等に基づき、送迎・食事の提供・入浴の介助・機能訓練・ア 

    クティビティ等様々な生きがい活動を行う。 

     生きがい活動等デイサービス事業の提供にあたっては、利用者の要望を把握す 

    るよう努める。 

① 講座については、複数の講座から利用日当日に選択していただく。 

    ② 専従の理学療法士が機能訓練を希望する利用者に対し個別機能訓練計画書を 

作成し、計画書に基づき多職種で連携し、自宅での生活の質（ＱＯＬ）向上に 

向けた適切な機能訓練を提供する。 
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    ③ 入浴を希望する利用者には、個々の機能に合わせた入浴形態で提供する。 

    ④ 常に利用者の意向や嗜好を聞きとり、楽しく魅力のある食事の場を提供する。 

    ⑤ 専門のドライバーが送迎を行い、安全を確保する。 

   エ 家族との懇談会を実施し、活動見学・個別面談等を通して、家族・利用者の課 

    題・要望を把握し、適切なサービスの提供を行う。 

   オ 住み慣れた地域で安心して在宅生活が続けられるよう、関係機関と連携し、潜 

    在的なニーズを掘り起こし、実際のサービス提供に繋げられるよう迅速に対応す 

    る（利用開始後も連携を継続し、情報共有を図ることで、包括的な生活支援の一 

    端を担う）。 

（３）介護予防・日常生活支援総合事業：「区独自基準通所型サービスＡ」 

    従来のデイサービスと一体的にサービスを提供する。 

ア 定員  １日８人  月曜日～土曜日（祝日も実施） 

イ サービス提供時間 午前８時４５分～午後５時１５分 

短時間（９０分程度）の機能訓練。希望があれば、昼食を提供する。入浴以外 

週１回又は２回（介護予防ケアマネジメントに基づく） 

ウ 利用対象者 

要支援１・２、非該当又は基本チェックリスト（要支援認定ではなく、支援が 

    必要な方に対して簡便にサービスにつなぐために実施する）に該当する高齢者 
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特別養護老人ホーム 渋谷区美竹の丘・しぶやの事業計画 

 

 

１ 基本理念 

  利用者の尊厳の保持と幸福を最優先に考え、今できる最善の支援を行う。 

 

２ 基本姿勢 

渋谷区美竹の丘・しぶやは、渋谷区から特別養護老人ホーム事業、短期入所生活介護 

 事業及び介護予防短期入所生活介護事業を受託し、計画に沿って各事業を実施する。各 

事業の実施に当たっては、ユニットケアを通じ、きめ細やかな個別ケアの実現を目指す。 

 感染症対策に一定の緊張感を保ちながら、利用者の生活の更なる充実を図る。 

 災害又は感染症発生時においても、利用者の安全を最優先に考えつつ事業を継続でき 

るよう取り組んでいく。 

 

３ 運営方針 

（１）良質なケアの提供 

   公正中立な施設として、質の高いケアを提供できる運営を目指す。 

（２）地域福祉への貢献 

   地域の行事やボランティア活動等を通じて、地域の方々と交流を図り、地域福祉の 

推進に貢献する施設づくりを目指す。 

（３）開かれた施設運営 

   利用者や家族、区民に積極的に情報を公開するとともに、家族等の参加・協力を得 

  て、開かれた施設運営を行う。 

（４）効率的経営への努力 

   区民に信託された公立施設として、公平で適正なサービス提供に努めるとともに、 

コスト削減やサービスの質の向上のための生産性向上に努めて効率的な経営を行う。 

（５）職員規範 

  ア 全ての援助行為について、個人の尊厳が決して損なわれることのないよう十分な 

注意を払う。 

  イ 意思確認が困難な方の援助に当たっては、本人の生活歴や家族からの情報等を得 

て、「その人らしさ」を保ち続けることができるように最大限「快い」であろうと 

思われる援助を提供する。 
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  ウ 言葉遣い、立ち居振る舞い、身だしなみといった目に見える接遇マナーはもとよ 

   り、心からの敬意をもって利用者の援助を行う。 

 

４ 職員体制 

  

施設長 課長 事務
介護支援
専門員

介護士

 正規職員 1人 2人 3人 7人 72人

 非正規職員 32人

栄養士
理学
　療法士

作業
　療法士

看護師 合計 総合計

 正規職員 1人 1人 1人 9人 97人

 非正規職員 2人 34人
131人

 

  ※ 課長は、総務課長（事務）、事業課長（介護支援専門員）各１人 

  ※ 上記のほかに短時間勤務臨時職員あり（事務・栄養士・看護師） 

 

５ 勤務体制 

 職員は１か月ごとの勤務割表により、週平均４０時間勤務する。 

（１）介護士

職種 勤務 2 3 4 5 14 15 16 17 22 2318 19 20 210 1 12 136 7 8 9 10 11

7:10

介護士

早番１ 7:00 15:45

日勤１

日勤２

遅番１

遅番２

21:50

早番２ 8:00 16:45

9:15 18:00

遅番３

10:15

11:15

夜　勤

20:00

21:00

13:15 22:00

19:00

12:15

 

（２）看護師

職種 勤務

看護師
日　勤 8:30 17:15

夜　勤 9:30 16:30

18 19 20 21 22 2312 13 14 15 16 176 7 8 9 10 110 1 2 3 4 5

 

 

 

21



（３）その他  

23

事務
介護支援専門員
栄養士
作業療法士
理学療法士

8:30 17:15

17 18 19 20 21 2211 12 13 14 15 165 6 7 8 9 10職種 0 1 2 3 4

 

 

６ 運営体制 

（１）組 織 

   特別養護老人ホーム及び短期入所生活介護の各部門の執行体制を明確にするととも 

に、各部門が組織的に連携できるよう、人材育成に努め、実効性ある組織づくりをす 

る。 

（２）会議及び委員会の設置・開催 

   主要な課題について検討する会議・委員会等を順次設置、開催する。 

会議名 開催頻度 概 要 

①運営会議 
定例：月１回 

臨時：必要時 

施設運営の協議決定機関で、協議の

内容は全職員に周知する。 

②サービス担当者会議 
定例：月４回 

臨時：必要時 

入居者のケアプラン作成及び見直し

を行う。本人及び家族の意見の反映

を得て行う。また、必要に応じて家

族参加も依頼する。 

③主任会議 月１回 

主に介護士の係長、主任と看護師

で、情報共有や課題解決に向けた話

し合いを行う。 

④フロアリーダー会議 月１回 

統括リーダーとして各ユニットの状

況を共有するとともに、相互の課題

解決を図る。 

⑤安全衛生委員会 月１回 

労働安全衛生法に基づき設置、職員

の健康管理、保健衛生、労働災害防

止等について検討・協議を行う｡ 

⑥防災委員会 奇数月１回 

施設の防災計画を策定するととも

に、年間の防災実施計画を作成し、

それに基づき避難訓練等を行う。 

⑦感染症予防対策 

委員会 

定例：四半期１回 

臨時：必要時 

感染症について、予防及び発生時の

対応について研究・協議し、対策を

構築する。感染症予防に関する研

修、訓練を実施する。マニュアルの

整備を行う。 
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⑧褥瘡予防委員会 月１回 

褥瘡対象者の現状報告をする｡また、

各ユニット内での予防対象者の報告･

意見交換をし、問題解決を図る。 

⑨食事委員会 偶数月１回 
食事サービスの向上・改善に関する

検討・協議を行う。 

⑩虐待防止委員会 
定例：毎月 

臨時：必要時 

虐待を防止するために必要な知識を

持ち、責務・対応について検討す

る。虐待防止のための研修を実施す

る。 

⑪身体拘束適正化検討

委員会 

定例：年４回 

臨時：必要時 

施設における身体的拘束等の適正化

について協議する。身体拘束対象者

がいる時には廃止に向けて対応を検

討する。 

⑫事故防止対策委員会 
定例：月１回 

臨時：必要時 

「アクシデント・インシデント報告｣

を基に振り返りを行い、施設全体と

しての対策を協議する。また、リス

ク管理全般に関する課題が生じた時､

迅速に協議を行う。 

⑬生産性向上委員会 

（介護機器活用） 
定例：年４回 

見守り機器やＩＣＴ等を活用し、利

用者の安全やケアの質の確保、職員

負担軽減を検証し、検討する。 

⑭医療的ケア 

安全対策委員会 

定例：年３回 

臨時：必要時 

たんの吸引・経管栄養を安全に実施

するため、実施体制の評価・検証等

を行い、課題を協議する。 

⑮看取り介護委員会 定例：年２回 

多職種共同計画の作成と振り返りの

情報を共有し、入居者が終末期を穏

やかに過ごせる環境づくりのため、

ＰＤＣＡを考慮し協議する。 

⑯入浴委員会 月１回 

安全で快適な入浴環境を提供するた

め、介護技術・設備・手順等に関す

る課題を検討、協議する。 

⑰排泄委員会 奇数月１回 

利用者に個別に対応した排泄ケアを

提供し快適に過ごせるよう、排泄に

関する課題を検討、協議する。 

⑱ケア向上委員会 偶数月１回 

利用者が安全な生活を送ることがで

きるよう、現状の施設のケアに関連

する課題を抽出し、検討・協議す

る。 

⑲ボランティア・ 

イベント委員会 
月１回  

ボランティアの受け入れ、施設内の

イベント活動の企画・実施を協議す

る。 

⑳広報委員会 
定例：年３回 

臨時：必要時 
広報誌の発行（年３回）他 

㉑ショートステイ 

定例会議 
月１回 

ショートステイに関する課題等を検

討し協議する。 
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㉒事業継続推進委員会 年１回 

職員から業務継続計画（ ＢＣＰ ）

について改善すべき事項について意

見を聞き、計画の見直しを行う。 

 

７ 職員育成 

  生活の支援を必要とする利用者にとって、サービスの質は担い手である職員の資質や 

 能力によって決定づけられる。福祉ニーズの量的拡大と多様化の中で、担い手である人 

 材確保は喫緊の課題であるが、同時に人材の育成も必要不可欠である。 

事業団として、質の高い、より良いサービスを提供するため、各職種職員の専門性を 

 高め、個々のサービスに直結する実践能力を身につけていかなければならない。そのよ 

うな実践能力を習得するために必要な職員研修を、体系的、継続的に行う。 

（１）施設内研修 

  ア 採用時新任研修 

    高齢者施設の職員として必要となる基礎知識について、施設の基本理念、服務規 

律、行動規範、サービスマナー、虐待防止、リスクマネジメント、感染症防止基本 

対策、業務継続計画（ＢＣＰ）等に関する研修を管理職、各職種で分担して実施す 

る。また、介護職員に対しては、ＯＪＴで介護技術についての研修を実施する。 

  イ 職場内研修 

    適切なケアを実践するために必要な内容の研修を計画的に実施する。 

①  倫理研修 

②  虐待防止・身体拘束適正化研修 

・専門講師による講義（事業団合同） 

・適切なケアについて考える等 

・虐待防止委員会による研修 

・虐待の基礎知識に関する研修 

・認知症の理解を深める研修 

③  事故防止対策研修 

・リスクマネジメント専門講師による講義（事業団合同） 

・各職種職員による事故防止研修（誤嚥・窒息、誤薬、骨折、感染症、移乗、体 

位変換等） 

④  サービスマナー研修 

・外部講師による講義（事業団合同）及び職員による研修 

・言葉遣いに特化した研修 
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⑤  感染症予防対策研修 

・感染症が本格的に流行する１１月から３月の毎月、実際にノロウイルスの主症 

状である嘔吐に対する適切な対応について、全職員対象に研修及び訓練を行う。 

１１月は感染症予防の総論講義研修を看護師が行い、実務指導訓練はユニットリ 

ーダー担当が行う。 

・感染症発生時の個人用防護具（ＰＰＥ）の取り扱い訓練 

⑥  看取りケア研修 

・看護師による看取りケアの講義 

⑦  記録の研修 

        ・介護支援専門員による適切な記録の書き方の講義 

⑧  階層別研修 

・主任、リーダーを主な対象として倫理観・人材育成技術・リーダーシップ等の 

研修を実施。 

  ウ ＯＪＴ研修 

   ① 新人介護職員ＯＪＴ研修 

     新人介護職員に対し、日常の業務を行いながら先輩職員が実践的な指導を行う。 

個々の職員ごとに主な研修担当者を決め、基本的な介護技術（移乗、排泄、食事、 

入浴等）ごとの習得状況等を、チェックリストを用いて担当者がチェックを行い、 

１か月、２か月後に振り返り研修を行う。 

   ② 移乗・体位変換の個別指導 

移乗・体位変換等の介助方法について、年間を通じ、機能訓練指導員（ＰＴ、 

    ＯＴ）が介護職員全員を対象に、個別の技術チェックと指導を行う。 

エ 各職種による研修 

    各職種が講師となり、専門性に基づき様々なテーマで計画的に研修を実施する。 

  オ 講師による専門研修 

    日々の介護サービスで新たに必要となるスキルを取得するため、施設に講師を招 

   いて研修を行う。 

  カ 交流研修 

事業団がユニット型、従来型（多床室）の２つの特別養護老人ホームを運営して 

いる特性を活かし、施設間の交流研修を行う。業務の習熟度を確認する機会とし、 

施設の利用者に適切なサービスを提供出来る職員育成を行う。研修期間は概ね３か 

月とし、実施時期については双方協議の上、決定する。 
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  キ 普通救命講習（年２回） 

（２）施設外研修 

  ア 専門・実務研修 

    東京都社会福祉協議会が主催する認知症介護研修をはじめ、様々な他機関の専門 

   研修に積極的に参加する。（東京都認知症介護基礎研修、東京都認知症介護実践者 

   研修、感染症対策指導者養成研修、介護サービス事業者高齢者権利擁護研修、ユニ 

ットリーダー研修等） 

（３）職員面談 

   ・各年度の重点目標に合わせて、職員が各自で目標を立てて作成する自己申告書（ 

目標成果シート）に基づいて、各部門で適宜面談を実施し、人材育成に活かす。 

   ・施設長及び管理職による個別面談を実施する。 

   ・介護係長、主任による個別面談を実施する。 

 

８ 施設管理 

  施設の利用者が、安心して快適に生活ができるよう、良好な生活環境を確保するため、 

 建物や設備等機器類の定期的保守・点検及び建物内清掃・洗濯・警備の委託業者と連携 

し、適正な維持管理を行う。 

 

９ 防災対策 

  消防法に基づく消防計画の策定、防災設備・避難誘導器具等の日常点検の徹底を図る 

 とともに、年間の防災計画に従い、訓練を月１回以上行う。また、夜間想定訓練を年１ 

 回以上行う。 

  災害時における、利用者、職員の安全確保と事業継続による生活環境の確保を目的と 

 してＢＣＰの運用管理、事業継続推進委員会による見直し及び研修を実施する。 

 

１０ 事故防止対策 

  施設においては、少しの油断や不注意が大きな事故につながることがある。そのため、 

 次のことを厳守し、安全な介護を提供し、事故防止を徹底する。 

（１）事故防止と行動の把握 

   介護・看護・送迎等のサービス提供に際しては、常に事故防止を考慮し、安全を最 

優先に行うものとする。 

   また、これまでのアクシデント・インシデント報告を分析し、事故の種類・場所・ 
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  時間帯について把握し、その情報を事故防止委員会等で共有して事故防止に努めると 

ともに、可能な限り利用者の行動を把握し、異変が生じた場合は迅速に対応できるよ 

うにする。 

（２）環境整備 

   建物内の各室・廊下にみだりに物を置かない等、利用者の身の回り・生活環境に危 

険のないよう、常に万全の配慮をする。 

（３）薬品類の保管 

   薬品・洗剤・その他危険物は指定した安全な場所に保管し、施錠することを基本と 

し、職員以外の者の手に触れないよう厳重に管理する。 

（４）安全点検の実施 

   施設の安全点検を毎月行う。 

（５）安全対策担当者の設置 

   事故発生の防止と発生時の適切な対応を推進するために安全対策担当者を設置し、 

  リスクマネジメントを強化していく。 

（６）介護技術の向上 

   全職員が正確で安全な介護技術の習得を目指し、定期的な研修を行う。 

 

１１ 労働安全衛生管理 

（１）職場における職員の健康管理・安全衛生に資するため、労働安全衛生法に基づき産 

  業医・安全衛生管理者を選任し、職員健康診断は、直接ケアに携わる職員については 

  年２回、その他の職員は年１回定期的に行う。 

（２）ハラスメント防止担当者の設置 

「職場におけるハラスメント防止策に関する要綱」に基づき、職場での秩序維持、 

  利益の保護、能率の発揮を目的として、ハラスメント防止担当者を設置し、ハラスメ 

  ント防止に努める。また、ハラスメント問題に関する昨今の社会情勢を踏まえ、より 

効果的な防止対策を検討していく。 

（３）職員面談 

働きやすい職場環境作りと職員個々の心身の健康維持のため、個別面談形式で管理 

職等と話をする機会を設ける。 

（４）働きやすい環境整備 

職員が不安なく働けるように、困りごと全般に関する報告・連絡・相談のためのフ 

ローチャートを運用する。 
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１２ 実習生の受入れ 

  高齢化が進み、要介護高齢者が増加する中で、高齢者福祉に携わる人材の育成という 

社会のニーズに応えるために高齢者福祉施設として、実習生の受入れを行う。 

 

１３ ボランティアの受入れ 

  地域に根差し開かれた施設として、積極的に様々なボランティア活動を受け入れる。 

歌、踊り、楽器演奏、傾聴、生け花、ヘアカット、保育園児との交流など、前年度の実 

績をベースに定着と推進を図る。 

 

１４ 各事業の概要 

 Ⅰ 特別養護老人ホーム 

   定員１２７人で、１つのユニットが７～８人という、小人数の構成となっている。  

  家庭的で落ち着ける環境の中で、一人ひとりの入居者に対して、これまでの生活や価 

値観の継続が図れるよう援助する。また、個室のメリットを生かし、家族が気軽に訪 

ねられる環境をつくる。 

 （１）ケアプラン（個別援助計画） 

    ケアプランは、入居者・家族の希望や意向を得て、各職種職員が連携して作成し、 

家族と施設とで情報共有を図る。アセスメントに際しては、特に入居者の生活様式 

や価値観の把握に重点を置き、入居後においても、出来る限り生活の継続性が図れ 

るよう取り組んでいく。 

 （２）介護・看護 

    ケアプランに基づき、一人ひとりの「快さ」を追求していくとともに、入居者の 

   ペースに合った援助（個別ケア）を提供する。また、看護についても日々の心身の 

状況変化に注意し、健康管理を行う。 

 （３）食 事 

    食事は最大の楽しみの一つであるとの観点に立ち、美味しい食事を提供する。ま 

   た、嚥下困難な入居者に対しても、見た目にも美味しそうで、かつ食べやすい食事 

   （ソフト食等）を提供する。 

   ア 食事時間  朝 食   ８：００～ ９：３０ 

           昼 食  １２：００～１３：３０ 

           おやつ  １５：００～１６：００ 
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           夕 食  １８：００～１９：３０ 

   イ 行事食等 

     四季折々に季節感あふれる食事や日本及び世界の郷土料理、行事に伴う特別な 

    献立を提供する。 

    ウ 選択食 

月に２回選択食を行い、入居者が自分で食事を選べる機会を設ける。 

   エ 衛生管理 

     ユニットケアにおいては、ユニットで簡単な調理等を行うこともあるため、器 

    具の取り扱い、手洗いの徹底・手指消毒等、マニュアルに基づき、衛生管理を徹 

    底する。 

 （４）健康管理 

   ア 医師による管理 

常に入居者の健康状況の把握に努めるとともに、必要に応じてバイタルチェッ 

    ク（検温・脈拍・血圧の測定等）を行い、管理医の診療・指示により適切な健康 

    管理に努める。入居者の緊急時等における対応方法については、管理医と協力病 

    院の協力を得て定めることとし、１年に１回以上、見直しを行う。 

     また、渋谷区医師会の協力を得て、毎月定期的に内科・整形外科・精神科・皮 

    膚科等の医師による訪問指導を次のとおり行う。     

①  管理医・産業医  ３人配置（うち１人は産業医兼務） 

    ② 内科医      月１回 

    ③ 整形外科医    月２回 

    ④ 精神科医     月２回 

    ⑤ 皮膚科医     月２回 

    ⑥ 耳鼻咽喉科医   隔月１回 

    ⑦ 眼科医      隔月１回 

   イ 歯科医師による管理 

口腔衛生については、渋谷区歯科医師会の協力を得て、月２回の歯科医の来所 

    による歯科健診を行う。更に、必要に応じて歯科診療や嚥下機能の検査・評価を 

実施する。また、歯科衛生士からの指導を受け、利用者の口腔ケアに努める。 

  ウ 協力病院 

入院をしての治療が必要な場合に備え、病院と「協力病院協定」を締結する。 

協力病院との実効性のある連携体制を構築するため、入居者の急変時等に備え 
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て、入居者の現病歴等の情報共有を行う会議を定期的に開催する。 

   エ その他 

管理医の指示のもと、認定特定行為業務従事者認定証（口腔内吸引と胃ろうに 

    よる経管栄養）を取得した介護職員が看護師と協働して経管・吸引対応を行う。 

 （５）機能訓練 

    機能訓練指導員による機能アセスメントをもとに、生活環境の整備、日常生活動 

   作のアドバイス、訓練を行う。また、介護器具等についても必要に応じて紹介し、 

   アドバイスを行う。また、作業療法士、理学療法士による移動介助等のＯＪＴも行 

   い、介護士のスキルアップを図る。 

 （６）生きがい活動 

    単調になりがちな施設での生活に楽しみを感じていただけるよう、季節の行事、 

趣味活動、レクリエーション、ユニットイベント等を年間行事計画に基づき行う。 

各ユニットで取り組めるもの、レクリエーションコーナーで取り組めるものなど、 

それぞれの生活環境で対応できる行事や複数ユニットで交流しながら楽しめる行事 

を検討し導入する。 

   ア 年間行事計画 

 各種行事 季節行事 ユニットイベント 

４月 歌謡ショー 生け花   

５月 

歌謡ショー 生け花 

ガーデニング（花苗の植替） 

買い物サロン 近隣散策 

菖蒲湯 母の日 茶話会 

 ６月 歌謡ショー 生け花  父の日 茶話会 

 ７月 歌謡ショー 生け花  七夕 暑気払い 

 ８月 
歌謡ショー 生け花 

二期会コンサート 

 スイカ割り 

かき氷 

９月 歌謡ショー 生け花 
敬老会 おやつバイキング 

お好み焼き 

１０月 
歌謡ショー 生け花 

ガーデニング 

美竹まつり ハロウィン 

１１月 
歌謡ショー 生け花 

ガーデニング 買い物サロン 

ドライブ（銀杏並

木・イルミネーシ

ョン） 

茶話会 

１２月 歌謡ショー 生け花  
ゆず湯 

クリスマス散策 

クリスマス会 

 １月 歌謡ショー 生け花 初詣 新年会 

２月 
歌謡ショー 生け花 

移動水族園 

 節分 

バレンタインデー 
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３月 
歌謡ショー 生け花 

ガーデニング  

春まつり 

お花見散策 

ひな祭り 

イ 音楽鑑賞等 

     不定期でご家族やボランティアによる楽器演奏、演芸（ダンス等）を楽しむ機 

会を設ける。 

   ウ 外出・散歩 

     家族・ボランティア等の協力を得ながら、近隣への散歩、買い物、ドライブ等、 

外出の機会を設ける。      

 （７）生活相談 

   ア 入居者一人ひとりの今までの生活歴を尊重し、入居者の権利と尊厳を擁護する 

役割を担う。また、家族と連携を取りながら、時には代弁者となり、入居者の考 

えや思いを声として、他職種職員や周囲に伝えられるよう努める。 

   イ 入居者及び家族には、入居時等に施設の運営状況、サービスの内容、必要な費 

    用等について介護支援専門員（生活相談員）より十分に説明し、重要事項説明書 

の確認の上、契約の締結を行う。 

   ウ 介護支援専門員は、他職種職員と連携し、入居者の心身の状況、家族関係など 

    入居者を取り巻く状況や要望等を把握する。それらの情報を活用してサービスに 

    反映するとともに、家族に適切な情報提供をする。 

   エ 介護支援専門員は、他職種職員と連携し、ケアプランの策定と調整を行う。ケ 

    アプランの策定に当たっては、ケアプランの実施状況を点検し、必要に応じて見 

    直しを行い、サービスの改善に努める。 

   オ 施設での生活について、入居者及び家族からの様々な相談に応じ、必要な助言 

    その他の援助を行う。また、相談において知り得たことで入居者理解を深めるこ 

    とのできる情報については、他職種職員に適切に提供する。 

   カ 長期入院や他施設入所等による退所に当たっては、関係機関と密接な連携を取 

    りながら、退所後の生活に必要な情報の提供や相談を行う。また、退所時の遺留 

    金品の清算等を行う。 

   キ サービスに関する相談及び苦情の窓口となる。サービスに関する苦情等は、施 

    設にとっては新たな課題創設の契機となり、更なるサービス向上のための積極的 

    な機会として捉える。 

 （８）家族との懇談会 

    サービスの質の向上と施設の円滑な運営を図るため、入居者の家族との連携を深 

   めていくことが必要であり、家族との懇談会を開催する。 
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 （９）要介護認定調査 

    渋谷区から委託を受けて、介護支援専門員により、介護保険法に基づく入居者の 

   要介護認定調査を行う。  

 （１０）個人情報の保護 

    入居者の個人情報に関して、個人情報保護法等の目的や重要性を十分認識し、適 

   切な取り扱いを行う。 

 

 Ⅱ 短期入所生活介護（ショートステイ） 

   －短期入所生活介護事業（介護予防短期入所生活介護事業を含む。）－ 

 （１）定員 ２８人 

 （２）居宅サービス計画により、短期入所生活介護を受けることとされている高齢者の 

   うち、施設と利用契約を結んだ高齢者が対象となる。居宅サービス計画により一定 

   期間施設に入所する利用者を家族に代わって施設で介護する。また、必要に応じて 

   送迎を行う。 

（３）特養に準じた介護を行い、医療面は在宅のかかりつけ医と連携し対応する。 

 

 Ⅲ 高齢者緊急一時保護事業 

（１） 定員 ３人まで 

（２） 渋谷区高齢者緊急一時保護事業実施要綱に基づき、虐待及び認知症による徘徊に 

より緊急に宿泊を伴う援護を必要とする高齢者に一時的な宿泊場所及び必要な支援 

を提供することにより、当該高齢者の福祉の増進を図る。 
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母子生活支援施設の事業計画 

 

 

１ 基本理念 

 『母と子が安心できる場』 

  母子が生活の拠点として安心して暮らせるように、その実現を目指す。 

 

２ 基本方針 

  子どもの社会的養護を担う施設として改正児童福祉法等の理念のもと「母子生活支援 

 施設運営指針」に準拠し地域の特性を踏まえた支援に取り組む。併せて「新しい社会的 

養育ビジョン」が目指す「子どもの最善の利益」の実現を意識し、以下のとおり取り組 

む。 

 （１）母と子の権利と尊厳を擁護する。 

 （２）子どもが安らかに生活できるよう、母親の精神の安定を図る。 

 （３）母子が自立し、安定した生活の維持が出来るよう支援する。 

 （４）職員は自らの人間性を高め、専門性の向上やチームワークの強化に努め、充実し 

た支援を構築する。 

 （５）母子を取り巻く関係機関との連携により、総合的かつ継続的な支援に取り組む。 

 

３ 運営方針 

母子が心身ともに満たされた生活を営めるように、子どもの育ちや親子関係の育みを 

支援する。 

また、退所後の生活の広がりを視野に入れて、母の経済的自立や就労の継続等を目指 

した支援を実践する。 

 

４ 重点的取組み 

（１）母と子への関わりを深め、児童虐待の発生を防止する。 

（２）母と子の権利と尊厳の擁護について、個人情報の取り扱いや、苦情の解決の仕組み 

等を運用し、より人間性豊かな生活を営めるように取り組む。 

（３）配偶者から暴力を受けたこと等により、個別支援を必要とする母子に対して、きめ 

細かな支援を行う。 

（４）建物の保全に努め、心身ともに母子が安心して暮らせるように安全で快適な生活環 
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境を整える。 

（５）母子支援の充実を図るために、地域との連携をより一層深めるように取り組む。 

 

５ 利用定員 

  １６世帯（５２人） 

   

６ 支援内容 

（１）子どもの育ちへの支援 

  ア 遊び支援 

    児童の心の安定と健全な成長を目指し、集団・個人での遊びを支援する。そこで 

   得る楽しさや安らぎの体験の積み重ねにより、協調性や社会性の規範を育む。 

  イ 学習支援 

    児童それぞれの学習ニーズを把握し、多様な形態の支援を行う。学習の習慣付け 

   や学校での学びの遅れを取り戻す支援等を行う。 

    また、区が導入した学習応援事業も積極的に活用する。 

  ウ 個別支援 

    被虐待児・不登校児等の特別な支援が必要な児童に対しては、必要に応じて、学 

校や教育センターなどの他機関と連携を取りながら問題解決に取り組む。  

（２）安心した生活をするための支援 

  ア 生活の場の提供 

    居室や施設の整備に努め、母子が快適に生活できるように安全で衛生的な環境を 

提供する。 

  イ 就労支援 

① 緊急時の保育園の送迎の代行や病児の保育を行い、就労継続を支援する。 

② 就職活動に応じた職業相談や情報提供を行い、就労支援機関との連携を図り、 

 職業的自立を側面的に支援する。 

      ③ 職業訓練など職業能力の向上に必要な情報提供を行い、パソコン操作、情報処 

       理など基礎的な職業能力の開発の自宅学習を側面的に支援する。 

  ウ 養育支援 

   ① 日々の暮らしの中で、必要に応じて預かり保育を行い、母親がゆったりとした 

    気持ちで子どもと向き合える時間を作れるよう支援する。 

   ② 子育てに未熟な母親に対し、母親の主体性を尊重しながら、育児や家事などを 
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    側面的に支援する。 

③ 育児にストレスを感じる母親に対し、育児からの開放を目的とした補助保育や 

   短時間のリフレッシュ保育等を行い、ストレスの軽減を図る。 

  エ 同行支援 

    社会的行動に慣れていない入居者や、ＤＶ被害者には就労支援機関や問題（離婚 

調停・債務整理等）の解決に必要な弁護士相談や裁判所等への同行支援を行う。 

（３）心理的支援 

  ア 心身ともに疲れている母に対し、一人だけの時間を確保し、精神的にリフレッシ 

ュするために子どもの預かり保育を行う。 

  イ 心に課題を抱えている母や子に対し、職員や心理担当職員による支援の強化を目 

指す。 

  ウ 親子の絆を深めるために、状況に応じた心のケアや生活支援を行う。 

  エ 配偶者等からの暴力を受けた母に対し、職員や個別対応職員による支援の強化を 

   目指す。 

（４）健康管理 

  ア 入居者の健康診断を学校保健安全法に準じて年２回実施する。児童は、保育園・ 

学校での健康診断を実施回数に組み入れる。 

  イ 入居者の体調不良や病気など身体面にも配慮し、健康な状態で生活できるよう支 

援する。 

（５）自立に向けての支援 

   ソーシャルワーク（問題解決型援助）及びケアワーク（生活支援型援助）の考え方 

を基盤として、個人としての母と子並びに家族が営む生活の全体への支援に取り組む。 

入居者の意思を尊重した自立支援計画を策定し、①入所前、②入所初期、③定期（ 

  ６か月毎）、④緊急時、⑤退所前などに面談の機会を設け、総合的な支援に取り組む。 

 退所後も課題に応じた支援や児童に対する学習支援など実施し、切れ目のない援助に 

取り組む。 

（６）行事の実施 

 行事を通し、親子の絆を深め心身のリフレッシュを図る。 

 全体行事 母親行事 
児童の季節行事 

（母親は自由参加） 

４月  全員懇談会① 入学・進級を祝う会 

５月   子どもの日・母の日を祝う会 

６月  教養講座①  
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７月   七夕会 

８月   
渋谷区学習支援イベント、学童引率

レク、おやつ会、ドッジボール大会 

９月  
全員懇談会②

教養講座② 
お月見会 

10月 バス遠足  性教育講義（小学生） 

11月  教養講座③ 
勤労感謝の日を祝う会（母への感

謝） 

12月 クリスマス会   

１月 新春顔合わせ会  性教育講義（中・高校生） 

２月  全員懇談会③ 節分会 

３月 春のつどい 教養講座④ 
雛祭り会、渋谷区学習支援イベン

ト、おやつ会 

通年の児童行事 

子ども会（月１回）、学習会（平日毎日） 

English Drive（月２回） 

キッズ美容室（年６回） 

学習支援事業（年７２回） 

（７）アフターケア（退所世帯に対する切れ目のない支援） 

  ア 施設利用 

   ① 退所児童に対し安全で安心できる居場所として、放課後や土・日曜日及び夏休 

    みなどの長期休業期間に学習室を開放する。 

   ② 施設行事へ招待する。 

  イ 学習支援 

①  児童対象の学習支援事業や学習ボランティアによる English Drive（英語を中 

心とした学習会）への参加の機会を提供する。 

②  学校の勉強の補完や、中・高校生の受験及び定期テストに向けた学習の機会を 

提供する。 

  ウ 情報提供 

    公営住宅の募集や就学援助等の情報を提供する。 

  エ 相談 

    来所・電話にて随時相談を受ける。問題の有無に関わらず、近況報告しやすい環 

   境を作り、状況に応じた情報を提供し、早期の問題解決につなげる。 

  オ 関係機関との協力 

    課題が残る世帯は入所期間中より関係機関との結びつきを強め、協力体制を作り 

   世帯との関わりを継続する。 

  カ 就労支援 
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    新たに就職・転職を考えている退所者に対し、仕事や教育訓練に関する情報の提 

   供や関係機関の紹介を行う。また、就労している退所者に対しては、就労が継続で 

きるよう相談を中心とした支援を行う。 

  キ 見守り支援 

    課題のある退所世帯に対する見守りを強化し、必要に応じて関係機関と連携を図 

   りながら介入し、社会資源を組み込んだネットワークを形成していく。 

 

７ 関係機関と地域の理解・協力 

（１）関係機関 

   入居者の生活の質の向上を目指し、区の関係部署（生活福祉課等）、子ども家庭支 

援センター、子ども発達相談センター、保健所、小・中学校、保育園、教育センター、 

東京都児童相談センター、ハローワーク、病院、警察署等の各関係機関の協力を得て 

連携して支援する。   

（２）地域 

  ア 近隣の福祉事業所と交流の機会を持ち、地域への社会貢献等の相互協力に取り組 

む。 

  イ 地域住民に対し、施設への理解や施設運営の協力を得るために、地域が主催する 

事業等で交流の機会を持つ。 

  ウ 地域の主任児童委員や民生委員との協力体制を強化する。 

  エ しぶやボランティアセンター等を通じ、保育や学習支援、ヘアカット等のボラン 

ティア活動を、地域住民や学生の協力を得ながら実施し、支援の質の向上を図る。 

 

８ 職員体制 

  

施設長 母子支援員 少年指導員
心理療法
担当職員

合計 総合計

正規職員 1人 3人 1人 5人

非正規職員 1人 1人 2人
7人

  

  ※ 母子支援員（非正規職員）は、個別対応職員 

  ※ 上記のほかに短時間勤務臨時職員あり（少年指導員） 

 

９ 勤務体制 

  職員は１か月ごとの勤務割表により、週平均４０時間勤務する。 
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職種

17:459:00

18:159:30

7 14 15

16:15

13 2217 18 19 20

土日 全職種

全職種

11:15

8:30

平日

7:30

20:00

17:15

6 118 9 10 1612 21

 

   ※ 祝祭日は休日である。（ただし、５月４日・１２月３０日・１月２日は土日体制で 

    職員が勤務する） 

   ※ 母子支援員（非正規職員）は、平日１０：１５から１９：００まで、７：３０から 

１６：１５まで及び１１：１５から２０：００まで、並びに土日の勤務体制である。 

   ※ 夜間・祝祭日は警備員を配置している。 

 

１０ 運営体制 

  組織の円滑な運営を図るために、次の会議を行う。 

会議名 開催頻度 概  要 

職員会議 
定例：月１回 

臨時：必要時 
定例は職員全員参加 

ケース会議 
定例：月１回 

臨時：必要時 

ケースが重篤な場合、関係者にも参加し 

てもらう。 

関係者会議 必要に応じて  

 

１１ 職員研修 

  職員の勤務年数や職層に応じて研修内容を体系的に構成し、様々な研修機会を活用し 

て職員の資質の向上を図る。 

（１）施設外研修 

   全国社会福祉協議会、東京都社会福祉協議会、東京都立精神保健福祉センター等が 

主催する専門知識及び支援技術の研修を受講し、知識・技術・意識の向上を図る。 

（２）施設内研修 

   学識経験者や専門家による困難ケースに対する支援のスーパーバイズや、専門的知 

  識や情報などを得ることにより、入居者の課題軽減と職員のスキルアップを図る。 

   また、日常的に職員相互によるＯＪＴを行い、入居者へのサービスの向上に努める。 

（３）自己啓発の推奨 

   職員の研究活動や自主的な研鑽を奨励する。 
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１２ 個人情報の保護及び苦情解決 

  入居者の個人情報取扱いは、「個人情報保護に関する方針」に基づき、個人情報の目 

的や重要性を認識し、適切に取り扱う。個人情報の利用目的を明記し、入居者へ適正に 

管理することを説明し、同意を得る。 

  また、苦情解決は「渋谷区社会福祉事業団 苦情処理要綱」に基づき第三者委員を設 

置し、体制を整えて苦情解決に取り組む。制度については、母子ともに理解できるよう 

に説明・掲示をし、利用しやすくする。 

 

１３ 情報公開 

  地域に開かれた施設の運営を心がけ、今年度は３年に一度の第三者評価を受審し、そ 

の結果を公表する。指摘事項には迅速に対応し、問題の解決に取り組む。 

 

１４ 施設管理 

（１）良好な施設環境を維持するために施設設備の整備点検を実施し、清潔保持に努める。 

（２）防犯カメラの設置や施錠管理により、安全で安心できる生活の場の実現に努める。 

（３）定期清掃や排水管清掃、害虫駆除等は専門業者に委託し、施設の衛生保持に努める。 

（４）定期的な安全点検や水質検査を実施し、入居者の安全を確保し、事故防止に努める。 

（５）感染症対策を継続し、入居者の健康管理に細心の注意を払い、感染防止に努める。 

 

１５ 防災体制及び訓練 

（１）防災組織の任務と役割を定め、緊急時に備える。 

（２）月１回防災訓練を行う。 

（３）年１回、消防署の協力を得て、実地防災訓練の評価を受け、更に入居者向けの消火 

器取扱操作や応急救護等の講習会を開催し、防災意識の向上に努める。 

（４）非常時に備え、食料品や器具等を備蓄する。 

（５）災害発生時には地域の一員として行動できるよう、地域防災訓練に参加する。 

（６）災害発生後の生活が維持できるよう体制を整える。 

（７）業者による消防設備点検を年２回、職員による消防設備点検を毎月実施する。 

 

１６ 実習生の受入れ 

  大学や専門学校などの福祉人材養成機関の学生に対する福祉施設実習を積極的に受け 

 入れ、独自の実習プログラムに沿って福祉人材育成に取り組む。 
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１７ ボランティアの受入れ 

行事開催時の補助保育や教養講座の指導者、児童に対するヘアカットや学習・遊び支 

援など外部のマンパワーをボランティアとして受け入れる。受け入れに先立ち、施設の 

基本理念や基本方針、個人情報保護等のオリエンテーションを実施する。 
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渋谷区生活実習所つばさの事業計画 

 

 

１ 基本方針 

  生活実習所つばさは、主に知的障がい者を対象とした「障害者総合支援法」に基づく 

指定障害福祉サービス事業所として、生活介護事業を行う。 

  利用者が自分らしく充実した生活を送ることができるように、日中活動を通じて楽し 

みながら経験を積み重ね、生活スキルの獲得や集団生活の中で共生する力を身につける 

ことを目的に、ひとり一人の特性に応じた専門的で適切な支援を提供する。 

 

２ 運営方針 

（１） 共に生きる社会の一員として、利用者の意思と人格を尊重し、自立した個人として 

の人権を守る。 

（２）地域で豊かな社会生活を送るために必要となるサービスを提供する。 

（３）地域に親しまれる開かれた施設づくりを目指す。 

 

３ 利用定員    ２０人 

 

４ 事業の内容 

  利用者が、自分らしく安心して健やかな地域での暮らしを実現できるように、利用者 

の主体性を尊重し、やりたいことを選択できるように配慮して支援をする。家族と共に、 

利用者自身の思いを「個別支援計画」に反映させ、日々の生活の充実とともに健康の維 

持・向上、役割を得た生きがいのある、仲間作りに重点を置いたライフステージに沿っ 

た切れ目のない支援を実現する。   

 （１）生活支援 

   日常生活や社会生活をより豊かにすることを目的に、利用者の個性を理解して、表 

現活動・生産活動・各種四季折々の行事・地域との交流活動を通じて、楽しみながら 

経験を深め、日常生活動作機能・対人関係構築等の能力の向上に向けて支援をする。 

   活動は、アート活動を中心とした作業や調理実習、健康維持のための室内運動と体 

  調を考慮した日光浴やウォーキング、また買い物や散歩により外気にふれ、地域との 

  交流を小グループ別に実施する。 
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  ≪利用時間・週間プログラム≫         ※ ○は毎週、＊は毎月１回の実施       

曜日 

時間 
月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 

8:30 

9:40 

送迎バス出発 

送迎バス到着 

着替え、検温、お茶、朝の会《利用者からの発表、つばさ体操、ラジオ体操》  
10:20 

 

○運動 

○和紙 

○ビーズ 

○創作活動 

○製パン 

〇個別機能訓練 

○調理実習 

○和紙 

〇和紙 

○運動 

○ビーズ 

○機織り 

○創作･美術活動 

〇個別機能訓練 

 ＊言語療法（ＳＴ）、美術・機織り講師による全体活動 各１回／月 

11:40 

12:00 
 

活動片付け、トイレ、食事の用意(手洗い、テーブル拭き、配膳、消毒等) 

昼食 

昼食の片付け(下膳、テーブル拭き等)、歯磨き、自由（余暇）活動、休憩  

13:30 
グループ活動(ウォーキング)・運動プログラム（月２回地域施設体育室使用） 

 

 

 

 

○小グループ 

活動 

＊嘱託医検診 
（精神科） 

○調理実習 

食材の買物 

＊嘱託医検診

（内科） 

○プール活動 

○小グループ 

活動 

＊誕生会 

＊季節行事 

○プール活動  

○小グループ活動 

15:00 ＊理学療法（ＰＴ）、音楽・ヨガ講師による全体活動 各１回／月 

 

 

15:40 

17:15 

片付け、帰宅準備(手洗い、お茶、着替え、荷物整理、トイレ等) 

送迎バス出発 

送迎バス到着 

（２）通所 

    送迎バスにより来所する。送迎バス内では、お互いに他の利用者への配慮と思いや 

りのある所作を身につけられるようにする。 

（３）着替え 

   自分で着替えが出来るように工夫をした上で、介助量を軽減し、自信をもって取り 

組めるように留意する。 

（４）荷物の管理 

   来所時は、食事用タオルや連絡帳などを所定の場所に持って行き、帰りには持ち帰 

る物を自分の鞄に入れる。見守りや声かけと写真等により認識し易い支援をする。 

（５）食事 

   テーブル拭きや下膳などの自分で出来ることは声かけで促し、機能的に困難な場合 

であっても支援員と一緒にやり遂げることで自立心を喚起し、求められることで習慣 

化して出来ることを増やす。 

   食事の際には、皆で楽しく食べることが出来るようにする。また介助が必要な場合 
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には、食器等の形状を配慮することによって、自分の食べたいものを主体的に選んで 

食べることが出来るように工夫をする。 

（６）排泄 

   定時での排泄と介助に頼ることなく、自らのタイミングを伝えることと声かけと見 

守りにより、できる事を大切にした支援に努める。 

（７）対人コミュニケーション 

   人間関係を維持・構築するための目的にかなった表現の獲得を目指す。来所を楽し 

みに出来るように支援員との信頼関係を確立し、利用者同士がお互いを意識して日常 

的に活動を楽しめるようにする。 

（８）作業活動 

   機織り・創作・和紙・ビーズ・製パン等、利用者の興味や特性を考慮して取り組む。 

完成した作品を「つばさまつり」で展示販売することで、地域交流の一助として利用 

者への理解を促進する。 

（９）利用者の健康維持に関する援助と地域交流及び社会活動 

  ・年間を通して１回２～３人の利用者が、地域住民のプールサポーターや支援員と共 

に小学校の一般区民利用可能な温水プールでの活動を行う。脊柱彎曲改善・姿勢の矯 

正・体力筋力の増強・肥満予防などを目的とする。 

・月２回地域施設体育室の広い空間の中で、健康的な生活の維持と地域交流を楽しむ。 

  ・地域社会生活を自分らしく楽しむ体験として、調理実習材料の買物や外食等の所外 

行事と、体調・体力に合わせた散歩やウォーキングを行う。 

（１０）専門職講師による活動（月１回程度） 

   活動目的別の小グループに分かれて、個別支援計画に沿った支援を実施する。 

  ・音楽療法士、創作・美術講師、ヨガ講師、機織り講師 

主な目的：情緒的世界を広げ表現力の育成を図る 

  ・理学療法士（ＰＴ）、言語聴覚士（ＳＴ）、看護師 

    主な目的：姿勢や歩行、咀嚼や発語の身体機能維持や改善のための専門職の指導・ 

助言を支援に活かす。 

（１１）行事計画 

   充実した季節行事とレクリエーションを計画実践し、日々の生活に変化や楽しい体 

験をもたらし、ＱＯＬの向上を図る。 
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≪年間行事計画≫ 

実施予定月 行 事 内  容 

３月下旬 

～４月上旬 
お花見 

（季節行事）近隣の公園に出かける。 

開花情報により日程を決定して実施する。 

  ４月 はじまりの会 新規利用者を歓迎し、今年度の活動目標等を語り合う。 

５月 端午の節句 （季節行事）お互いの成長を喜び合う。 

６月 梅雨のお茶会 （季節行事）雨の多い時期を心身ともに健やかに過ごす。 

  ７月 七夕・浴衣会 
（季節行事）短冊に願い事を書いて七夕飾りを作り、浴衣や

甚平を着てショー・タイムを演出し自分が主役になる。 

 １０月 つばさまつり 
利用者の創作活動等の成果を発表し、利用者と家族が地域住

民との交流の場として「もてなし」、相互理解を深める。 

 １１月 運動会 
地域（渋障連）の運動会に参加し、仲間や地域住民との出会

いと交流を楽しむ。 

 １２月 クリスマス会 
（季節行事）飾り付けからイベントまでの１カ月間、夢と希

望に満ち溢れる日々を過ごす。 

  １月 
新年（二十歳）

を祝う会 

（季節行事）新しい年を家族や仲間と共に祝い、二十歳の利

用者を祝福して喜びを共有する。 

  ２月 節分 （季節行事）寒い時期を皆で乗り越え無病息災を願う。 

  ３月 納め会 
一年間を振り返り、利用者や職員・ボランティアの去就報告

をする。 

６・９月 グループ外出 
小グループでランチ外食やバスハイク、散策・喫茶を楽し

む。 

 該当月 誕生会 
各月生まれの利用者を祝福し、自分自身を大切な存在と認識

し、仲間とのコミュニケーションを楽しむ。 

（１２）給 食 

  ① 昼食 

    職員による所内調理で昼食を提供する。行事食など旬の野菜を使用して季節感の 

あるメニューを工夫し、栄養バランスの良い食事を提供する。 

    また、「給食会議」や「献立会議」の開催と栄養士による指導・監督及び嗜好調 

査の実施により、利用者の嗜好を反映し嚥下咀嚼機能に適した食事を提供する。 

② 調理実習 

    毎週水曜日は、３グループが交代で昼食作りをする。前日に調理実習のための食 

材の買い物に出掛け、衛生面や安全に配慮して利用者が楽しめる活動とする。 

（１３）家族との連携 

   家族との連携は、年間４回の家族会と、年１回以上の個別面談を実施する。他にも 

家族同席の行事を実施して、家族相互及び支援員との信頼関係を深める。 
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利用者の日中活動や家庭での様子は「サービス提供実績記録及び通信欄」や電話で 

日常的に家族や代理人等と情報共有を図り、広報「つばさ」（季刊誌）では、行事や 

外出先等での利用者の様子を知らせる。 

（１４）地域関係機関との連携 

   ショートステイ、居宅介護支援の併用や送迎時のヘルパー利用をする利用者には、 

家庭からの円滑な引き継ぎと日程等正確な情報を得る。 

また、家族からの依頼を基本に、個人情報に留意して関係機関との情報の共有と連 

携に努める。家庭を離れて生活する利用者が、安心して毎日を送れるように配慮する。 

       

５ 健康管理 

（１）日常的健康管理 

 日々の利用者の健康管理については、毎朝の検温と必要に応じて血圧測定を実施し、

観察結果とその対応に関して、家族との密な連絡を図る。服薬支援に関しては、看護 

師の指示のもと、ダブルチェックで実施する。非常事態に備える薬の管理は、家族と 

相談して適切量を預かり保管する。 

（２）年間の定期的健康管理 

   利用者全員を対象に採血・レントゲン撮影・心電図等含む定期健康診断を年１回実 

施し、細菌検査（検便）を全員対象に４、１０月の年２回と調理実習対象利用者は毎 

月実施する。その他に、歯科健診を年１回、体重測定と嘱託医（内科・精神科）によ 

る検診を毎月実施する。インフルエンザ予防接種等も施設内で実施する。 

 

６ 運営体制 

（１）組織 

   地域での位置づけを明確にして、各係や委員会が組織として連携して活動すること 

  で人材育成に努め、実効性の高い組織作りをする。 

（２）会議及び委員会等の設置と開催 

    事業運営が円滑にできるように課題解決等にむけて会議・委員会等を開催する。 

会議等名称 開催頻度等 概   要 

①運営会議 毎月１回 施設運営に関する案件を協議・決定する。 

②職員会議 毎月１回 
運営会議での決定事項の周知、委員会等の

報告、職員からの提案事項を検討する。 
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③ケース会議 毎月１回 

利用者個別の健康面・行動（他害・自傷

含）への対応方法や日中活動等支援内容に

関して必要に応じて合理的配慮がなされて

いるか等検討・協議する。 

④サービス提供担当者 

会議（個別支援計画 

策定・評価会議） 

年２回 

半期ごとに職員全員が利用者の評価と意見

交換を実施し、利用者と家族の思いに寄り

添う個別支援計画を策定する。 

⑤リスクマネジメント

（事故防止）委員会 
毎月１回 

『ヒヤリハット』の集計。緊急対応の必要

な案件の検証とケース会議で検討する課題

の抽出をする。 

⑥虐待防止委員会 
年１回 

必要時 

家族会代表の同席を依頼し、毎週末に案件

の有無を確認。必要に応じて調査・報告・

検証・解決を実施する。年１回マニュアル

の見直しと全職員対象にセルフチェックを

実施する。 

⑦身体拘束適正化 

 検討委員会 
年４回 

身体拘束は原則行わない。利用者の安全確

保のために必要がある場合は、本人と家族

代表等の同意を得た上で実施し、廃止に向

けて検討・協議を行う。 

⑧安全衛生・感染症 

予防対策委員会 
年２回 

利用者と職員の毎日の健康管理と施設全体

の感染症対策を行う。年２回感染症予防研

修の実施、感染症ＢＣＰとマニュアルの見

直しを行う。 

⑨災害対策（自然災 

害・防災）委員会 
年３回 

火災（消火・避難）訓練と大震災訓練、職

員の事業継続研修、全利用者家族等を対象

に伝言ダイヤル訓練を実施する。防災対策

指針、ＢＣＰ、マニュアルの見直しを行

う。 

➉給食会議 年２回 

家族との連携により利用者の嗜好等調査を

実施し、食形態等の確認をして安全な食事

提供をする。 

⑪献立会議 毎月１回 
四季を感じる旬の食材を取り入れた献立を

立てる。毎週１回の調理実習を計画する。 

⑫広報委員会 年４回 

広報誌（季刊誌）を発行し、その内容をＨ

Ｐに掲載することにより、家族・地域と交

流を図る。 

⑬ボランティア委員会 必要時 
地域交流として、ボランティアを募集し、

受入れ、育成する。 

⑭実習担当者会議 必要時 
受け入れ準備・状況報告を運営会議で行

う。 

⑮地域連携推進会議 年１回以上 

地域住民等との連携協力と交流を図る。お

となりサンデーの企画運営、町会との連携

等を検討する。 
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⑯地域移行等意思確認 

担当者会議 
年２回 

利用者と家族等の地域生活への移行に関す

る意向の定期的な把握に努め、個別支援計

画に反映する。またコーディネーターは、

相談事業所と連携して指針を定める。 

⑰ハラスメント会議 必要時 
毎週末に案件の有無を確認して必要時に開

催する。 

 

７ 防災体制 

（１）防災訓練の実施 

   非常事態に際しての利用者の安全を最優先に確保するために、所内における避難誘 

導訓練（火災・地震想定）を年間６回以上実施する。自然（風雨水雪等）災害と大震 

災等の災害時や送迎バスの事故を想定した家庭との連携・通報訓練と、防災用具の安 

全点検と防災頭巾・ヘルメット・寝袋等の使い方の練習・確認を行う。 

（２）福祉避難所としての備え 

福祉避難所としての役割を意識して渋谷区福祉部福祉避難所対策担当と実地訓練を 

行う等幡ヶ谷保健相談所と連携の上、備蓄品と設備の確認、訓練を繰り返し行なう。 

 

８ 地域交流・ボランティアの協力等 

（１）地域交流 

  ア 広報誌やホームページを通じて、地域に向けて事業所や利用者への理解を深める。 

  イ 地域の商店街へ誕生日会に必要なものや調理実習に必要な材料の買い物に行く。 

  ウ 地域の一人暮らしの高齢者等をボランティアとして積極的に受入れる。 

  エ ランチ外食や散歩途中での喫茶等を小人数グループで計画的に行う。 

  オ 「つばさまつり」のポスター、案内状の配布により地域の方々との交流を図る。 

（２）ボランティア交流 

  ア 日々の活動や行事等にボランティアを積極的に受け入れることにより、区民の視 

   点を反映させ、利用者の活動をより豊かにする。 

  イ 体験ボランティアの受入れと育成を丁寧に行う。 

（３）研修生・実習生の受入れ 

   人材育成に寄与することを目的に、資格（教員免許、保育士、社会福祉士等）取得 

のための体験や演習・実習を積極的に受け入れる。 

 

９ 苦情解決 

利用者へのサービスを高めるとともに個人の権利を擁護し、より質の高いサービスが 

47



 提供できるようにシステムとして構築し実施する。玄関脇に「意見箱」を設置して、広 

く意見を頂ける取組みを継続する。 

  定期的な第三者評価により、利用者本人と家族の要望に寄り添う支援を計画的に行う。 

 

１０ ハラスメント防止担当者の設置 

「職場におけるハラスメント防止策に関する要綱」に基づき、職場での秩序維持、利益 

の保護、能率の発揮を目的として、ハラスメント防止担当者を設置し、ハラスメント防止 

に努める。 

 

１１ 職員研修 

（１）研修方針 

   障害者差別解消法の改正により障がい者への合理的配慮の提供が義務化されている 

ことから、利用者へのより良い援助の提供を目的とし、それぞれの職域における専門 

職としての意識の向上や日常の処遇・援助スキルの向上に必要な研修を実施する。支 

援員の危機管理、怪我や事故の初期対応、安全対策への関心を高めることに努める。 

（２）研修計画 

  ア 所外研修・・・東京都社会福祉協議会等が主催する福祉課題、支援関係（虐待防 

止・合理的配慮・差別解消法等）、会計関係、感染症対策、防災 

対策などの研修を活用して積極的に受講する。 

  イ 特別研修・・・救急救命講習、強度行動障害研修、職層別研修他を受講する。 

  ウ 内部研修・・・新任研修、障がい特性理解の研修、虐待防止法等伝達研修、自然 

           災害・感染症対策指針及びＢＣＰ等に関する研修と訓練を行う。 

 

１２ 虐待防止 

職員は虐待防止研修を受講し、人権意識を高め、日頃から利用者に対し、適切な処 

遇を心掛ける。 

 

１３ 施設管理 

（１）建物・設備・機器類の整備点検に努め、常に良好な施設環境を維持する。 

（２）施設は幡ヶ谷保健相談所と併設のため、保健相談所と連携を図りながら共通する設 

備及び機器類の保守や建物内の清掃等は専門業者に委託し、これらの業務が契約内容 

に沿って履行されるよう適正な指導監督を行う。 
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１４ 職員体制 

 

施設長 事務
生活
支援員

栄養士 調理 看護師 合計 総合計

正規職員 1人 1人 6人 8人

非正規職員 4人 1人 1人 1人 7人
15人

 

  ※ 生活支援員（正規職員）のうち１人はサービス管理責任者 

※ 上記のほかに短時間勤務臨時職員あり（生活支援員・調理）    

   

１５ 勤務体制 

  職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までである。 

49



渋谷区立幡ヶ谷授産場の事業計画 

 

 

Ⅰ 幡ヶ谷授産場 

１ 基本方針 

利用者に設備と仕事を提供し、安全に作業できるよう指導する。授産場で働く利用 

  者が健康で生きがいある生活ができるよう支援していく。 

 

２ 利用定員 

 場内作業利用定員  ３０人 

 

３ 事業の内容 

（１）事業の形態（登録業者からの受託加工） 

場内作業（施設授産） 

◇ 主として６０歳以上の高齢者を対象とする。 

◇ 作業時間は、午前９時から午後４時３０分までとする。 

（２）利用対象者 

授産場の利用対象者は、一般就労の困難な者で、次の各号のいずれかに該当する 

   者とする。 

ア ６０歳以上の者 

イ 低所得者 

ウ そのほか区長が適当と認めた者 

（３）作業種目 

簡易作業 

◇ 印刷物丁合・封入、ラベル貼り、箱折り、紙製品組立て等 

 

４ 防災体制 

消防計画に基づき、渋谷区立幡ヶ谷のぞみ作業所と連携して役割分担を決め、総合 

  訓練（消火、通報、避難訓練）を年２回行う。 
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５ 職員体制 

施設長 事務 職業指導 合計 総合計

正規職員 1人 1人 4人 6人

非正規職員 1人 1人
7人

 

 

６ 勤務体制 

職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までである。 

 

７ 利用者の福利厚生 

（１）嘱託医による健康相談を毎月実施 

（２）レクリエーション（バス旅行）を実施 

 

Ⅱ 渋谷区立幡ヶ谷のぞみ作業所 

１ 基本方針 

のぞみ作業所は知的及び身体障がい者を対象とした「障害者総合支援法」に基づく 

  指定障害福祉サービスの事業所として就労継続支援Ｂ型事業を行う。 

利用契約をした障がい者の方に、就労機会を提供するとともに、生産活動その他の 

  活動の機会の提供を通じて、地域で円滑な社会生活を営むことができるよう支援に努 

  める。 

 

２ 運営方針 

（１） 利用者の意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立場に立ったサービスの提供 

  に努める。 

（２） 利用者の特性に配慮した作業指導・生活支援を行い、利用者の作業のスキルアッ 

プや達成感・満足感が得られるように努める。 

（３）利用者に親しみやすく、保護者や地域社会から信頼される作業所を目指す。 

 

３ 利用定員 

   ２０人 
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４ 事業内容 

（１）作業指導・生活支援を通して円滑な社会生活を営めるよう支援する。 

◇ 作業内容 

印刷物丁合・封入、ラベル貼り、公園清掃、アート活動、自主製品づくり等 

◇ 工賃目標 

前年度平均工賃月額を上回る。 

（２）利用対象 

訓練等給付費の支給決定を受けた１８歳以上の知的障がい者及び身体障がい者 

（３）利用者相互の親睦と心身の発達や成長を促進するための諸行事を開催する。 

◇ 年間行事計画 

 各 種 行 事 

４月 歓迎会 

５月 ボウリング大会 

６月 食事会 

10 月 日帰りバス旅行 

11 月 食事会 

１月 初詣・新年会・成人を祝う会 

３月 カラオケ大会 

 

該当月 
療育音楽会（年１１回） 

さをり織り（年１２回） 

 

５ 保護者との連携 

◇ 毎月「のぞみだより」を発行する。 

◇ 年１回以上の面談と毎日の連絡帳で「のぞみ」と家庭での様子を共有し連携を図 

る。 

◇ 年３回（４月、９月、２月）保護者会を開催する。 

 

６ 研修・体験学習・実習生の受入れ 

福祉体験を通して人材育成に寄与するために、積極的に受け入れる。 

 

７ 防災体制 

年２回、地震及び火災を想定して避難訓練を行う。また、幡ヶ谷授産場と連携して

「総合訓練」を行い利用者の安全の確保に努める。 
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また、業務継続計画（ＢＣＰ） は、年１回の研修及び訓練を実施し、見直しを行う。 

    

 

８ 健康管理 

（１）嘱託医による健康相談を毎月実施 

（２）利用者の健康診断を年１回実施 

 

９ 職員体制 

施設長
（兼務）

職業指導員 生活支援員 合計 総合計

正規職員 1人 3人 1人 5人

非正規職員 2人 2人
7人

          

※ 幡ヶ谷授産場の施設長が幡ヶ谷のぞみ作業所の施設長を兼務する。 

    ※ 生活支援員（正規職員）はサービス管理責任者 

 

１０ 勤務体制 

   職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までである。 

 

１１ 虐待防止 

（１）職員が虐待防止研修に参加し、人権意識を持つ。 

（２）日頃から、利用者に対し適切な処遇を心掛ける。 

 

１２ 地域との交流 

住み慣れた地域で安心して暮らせるために、笹幡カフェ等地域の活動に参加し交流 

  を図る。 
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渋谷区立新橋作業所の事業計画 

 

 

１ 基本方針 

  新橋作業所は、知的及び身体障がい者を対象とした「障害者総合支援法」に基づく指 

定障害福祉サービス事業所として、就労継続支援Ｂ型事業を行う。また、併せて、高齢 

者等を対象とした物品の受託加工等事業を行う。 

  利用契約をした障がい者及び利用承認された高齢者等の方に、就労機会の提供等を行 

 うことにより、その自立を助け、生活の安定を図ることを新橋作業所の基本方針として 

 いる。 

 

２ 利用定員 

（１）障がい者  ２５人 

（２）高齢者等  １０人 

 

３ 事業の内容 

（１）事業の形態（受託加工） 

  ◇ 作業所の利用契約をした者及び利用承認された者が、所内で作業を行う。 

  ◇ 作業時間は、午前９時から午後４時までとする。 

（２）利用資格 

   作業所を利用できる者は、 

   ① 訓練等給付費の支給決定を受けた１８歳以上の身体または知的障がい者 

   ② 渋谷区内に住所を有する就職困難な者で、次の各号のいずれかに該当する者 

    ア ６０歳以上の者 

    イ 低所得者 

    ウ その他区長が適当と認めた者 

（３）作業種別 

  ◇ 簡易作業 

    封入、封締、丁合、口折り、員数、宛名・シール・ラベル貼り、包装、タオルポ 

リ袋入れ、両面テープ貼りなど 
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４ 防災体制 

  消防計画に基づき、年２回の総合訓練（通報、消火、避難訓練）を実施している。 

  渋谷区の防災点検の日（１月１７日）に、災害時における新橋作業所の対応策につい 

 て説明をしている。 

  また、令和５年度に作成した業務継続計画（ＢＣＰ）は、年１回の研修及び訓練を実施 

し、見直しを行う。 

 

５ 職員体制 

  

施設長 事務 職業指導員 生活支援員 合計 総合計

正規職員 1人 1人 3人 2人 7人

非正規職員 1人 2人 3人
10人

 

  ※ 生活支援員（正規職員）のうち１人はサービス管理責任者 

 

６ 勤務体制 

  職員の勤務時間は、午前８時３０分から午後５時１５分までである。 

 

７ 利用者の福利厚生 

（１）嘱託医による健康相談の実施 

（２）バスハイクなどレクリエーションの実施 

 

８ 虐待防止 

職員は人権意識を高め、日頃から利用者に対し、適切な処遇を心掛ける。 
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認定こども園・保育園の事業計画 

 

 

１ 基本姿勢 

 安心して子育てができる環境整備を進める渋谷区の政策を受け、「良質な保育、幼児 

教育」を保障し、就学前のすべての子どもが「基礎的な生活習慣や社会性、礼儀」を身 

につけ、学習の基礎となる「好奇心、探究心、思考力や豊かな感性」の涵養を図ってい

く。そのため、事業団においては、保育所型認定こども園５園「神宮前あおぞらこども

園」「本町きらきらこども園」「恵比寿のびのびこども園」「本町そよかぜこども園」 

「原宿こども園」及び、認可保育園１園「西原保育園ゆめ」の運営を行う。 

入園児すべてに「子ども・子育て支援法」「保育所保育指針」「就学前の子どもに関 

する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」「幼稚園教育要領」「幼保連携 

型認定こども園教育・保育要領」及び「渋谷区就学前教育プログラム」に基づいた良質 

な保育・教育を一体的に提供する。 

一人ひとりの子どもの発達の過程に即した援助や、生活の連続性を重視し、満３歳以 

 上の子どもに対する学校教育法に掲げる目標の達成に向けた教育の提供と、家庭におい 

 て養育されることが困難な子どもに対する保育の提供という二つの機能を一体として展 

開する。  

併せて、地域で必要とする子育て支援事業「ひろば事業」の中で一時保育、子育てひ 

ろば、体験給食、子育てに関する講演会、講習会の実施、相談等の家庭支援を行う。一 

時保育では新たなニーズに応えるため、令和５年度より「定期型一時保育預かり」を開 

始している。 

 

２ 保育・教育の理念 

  すべての子ども達に等しく、安全で安心な保育環境を整備し、遊びを通した保育の中 

で、様々な経験を通して、人の話を聞く、自分の気持ちを伝える、順番を守る等の社会 

性を育むとともに、互いを認め合い、信頼し合い、喜び合える豊かな心と、健全な心身 

の発達を図り、かつ自主的、意欲的な子どもを育てるため、保育、幼児教育を継続的か 

つ一体的に行う。 

（１）子どもの人権や主体性を尊重し、一人ひとりの子どもを大切に受け止めながら、保 

  育・教育を行う。 

（２）保護者や地域社会と連携を取りながら、心豊かで健やかな子どもを育む。 
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３ 保育・幼児教育目標 

（１）好奇心を持ち、自分で考えやりぬく子・・・「あきらめない」 

（２）豊かな感性にあふれ、やさしく思いやりのある子・・・「共感・協調」 

（３）健やかなからだをもつ子・・・「五感を刺激・規則正しい生活」 

 

４ こども園・保育園の基本方針 

（１）「子ども・子育て支援法」「保育所保育指針」「就学前の子どもに関する教育、保 

育等の総合的な提供の推進に関する法律」「幼稚園教育要領」「幼保連携型認定こど 

も園教育・保育要領」及び「渋谷区就学前教育プログラム」に基づき、保育・教育を 

継続的かつ一体的に実践する。 

（２）年齢別保育・教育を基本としながら、日常的に乳児、幼児クラス間の異年齢保育を 

  取り入れ、互いの交流を図る。また、地域交流を通じて、様々な環境にある子ども達 

との交流を行う。 

（３）安心して安全に過ごせ、子どもが喜んで登園する楽しい施設とする。 

（４）保護者とともに、子どもの成長の喜びと育ちの過程を共有し、保護者の養育力の向 

  上に資するよう適切な支援を行う。 

（５）地域で必要とされる子育て支援の充実を図り、地域と共感できる関係を築く。 

（６）施設で働く職員が仕事に誇りを持ち、心豊かにいきいきと仕事ができる施設とする。 

（７）第三者評価、園評価、自己評価を踏まえ、全体的な計画の中に取り入れていく。 

 

５ 保育・教育のポイント 

（１）「応答的保育」「異年齢保育」「環境構成」に取り組む。 

（２）乳幼児にふさわしい環境を準備し、心身の発達を促していく。 

（３）一人ひとりを大切に受け入れ、豊かな感性を育む。 

（４）保護者との信頼関係を築き、共に子育てをしていく。 

（５）地域とのかかわりを大切にしていく。 
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６ 園児定員（認可定員）  

保育種別 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

 ２号・３号認定児 10人 18人 18人 18人 18人 18人 100人

 １号認定児 5人 5人 5人 15人

 合計 10人 18人 18人 23人 23人 23人 115人

保育種別 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

 ２号・３号認定児 10人 18人 20人 20人 20人 20人 108人

 １号認定児 4人 5人 6人 15人

 合計 10人 18人 20人 24人 25人 26人 123人

保育種別 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

 ２号・３号認定児 10人 18人 20人 20人 20人 20人 108人

 １号認定児 2人 4人 4人 10人

 合計 10人 18人 20人 22人 24人 24人 118人

保育種別 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

 ２号・３号認定児 10人 18人 20人 20人 20人 20人 108人

 １号認定児 3人 5人 5人 13人

 合計 10人 18人 20人 23人 25人 25人 121人

保育種別 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

 ２号・３号認定児 6人 8人 10人 10人 10人 44人

 １号認定児 3人 3人 3人 9人

 合計 6人 8人 13人 13人 13人 53人

保育種別 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

 ２号・３号認定児 10人 16人 20人 20人 20人 20人 106人

 １号認定児 0人

 合計 10人 16人 20人 20人 20人 20人 106人

保育種別 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計

 長時間保育 50人 94人 106人 108人 108人 108人 574人

 短・中時間保育 17人 22人 23人 62人

 合計 50人 94人 106人 125人 130人 131人 636人

総合計

そよかぜ

きらきら

のびのび

ゆめ

あおぞら

原宿

 

    ※ ２号・３号認定児は長時間保育利用児、１号認定児は短・中時間保育利用児をいう。 

             

７ 保育内容 

Ⅰ こども園 

（１）保護者の就労の有無にかかわらず、子どもを受け入れて、保育・教育を一体的に 

  行う。 

（２）３歳児、４歳児、５歳児については、主に保育園として利用する園児（２号・３ 

号認定児）と、主に幼稚園として利用する園児（１号認定児）が、同じ保育室で一 

緒に保育・教育を受ける。 

 （３）自ら遊びを見つけて、自主的に遊びが展開できるよう環境を整える。 

（４）子育て家庭の交流の場の提供、相談や援助を行い、理由を問わず預かる一時保育 
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  室等、地域の子育て支援を行う。 

（５）日本の伝統文化の継承や季節に合わせた行事を取り入れ、年間の行事を計画する。 

（６）野菜や花の栽培を通して、生物の連鎖、命の尊さを学ぶ。四季折々の季節の食材 

  を利用し、誕生会等毎月の行事食の取り組みを実施し、食べる意欲や食事のマナー 

を身につけるなど食育活動を積極的に取り入れる。 

Ⅱ 保育園  

（１）保護者の就労支援等保育の利用認定に従い、保育・教育を一体的に行う。 

（２）自ら遊びを見つけて、自主的に遊びが展開できるように環境を整える。 

（３）子育て家庭の交流の場の提供、相談や援助を行い、地域の子育て支援を行う。 

（４）日本の伝統文化の継承や季節に合わせた行事を取り入れ、年間の行事を計画する。 

（５）野菜や花の栽培を通して、生物の連鎖、命の尊さを学ぶ。四季折々の季節の食材 

  を利用し、誕生会等毎月の行事食の取り組みを実施し、食べる意欲や食事のマナー 

を身につけるなど食育活動を積極的に取り入れる。 
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＜こども園・保育園の１日＞

7：30 順次登園 順次登園

健康観察 健康観察

早朝保育 早朝保育

自由保育 自由保育 ○短・中時間利用児登園

9：00 出席・健康観察 ○短・中時間利用児登園 朝の集まり

おやつ 朝の集まり 出席・健康観察

出席・健康観察 ☆主な活動

☆主な活動 ☆主な活動

10：00 離乳食 戸外遊び・散歩 ・指導計画、日案に従

・お絵かき・リ い、その日の計画を実

ズム遊び等その 施（散歩・戸外遊び・

日によって活動 造形活動・リズム遊び

が変わる。 ・巧技台等）

11：00 給食 給食

給食

12：00 睡眠 午睡

短時間利用児

帰りの集まりに参加

14：00 めざめ・検温 午睡 午睡・休息 14時までの園児降園

離乳食

めざめ めざめ

15：00 おやつ おやつ おやつ

健康観察

遊び 健康観察 健康観察

降園準備 降園準備 降園準備 中時間利用児

16：00 自由遊び ☆帰りの集まりに 16時までの園児降園

　参加

16：30

17：00

18：30

20：30

時間 ０歳児 １・２歳児
３・４・５歳児

長時間利用児　短・中時間利用児

・保育所保育指針、渋谷区幼児教育プログラ

　ム、幼稚園教育要領、こども園教育・保育

　要領に基づき、指導計画を作成。

・作成された週案、日案を適切に展開しなが

延長補食

延長夕食

延長保育終了

延長保育開始

延長補食

延長夕食

延長保育終了

延長保育開始

順次降園

自由活動

順次降園

自由活動

順次登園

健康観察

早朝保育

自由保育

　ら、日々の保育計画を進めていく。

給食

おやつ

めざめ

☆帰りの集まりに参加

（二重線枠内の時間帯は、短・中・長時

間利用児が一緒に活動する共通利用時間）

   

※ ０・１歳児は、月齢や個人差による発達の幅が大きいため、一人ひとりの状況に配慮した保育を進め 

ていく。 
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８ 各園の特色 

Ⅰ こども園 

（１）神宮前あおぞらこども園  

オープンスクールにより神宮前小学校との交流を行い、小学生との交流を通して 

就学に向けた期待感を持ち、スムーズな移行を目指す。地域のこども園や保育園と 

計画的に交流を持ち、就学に向けての交友関係を深めていく。 

３・４・５歳児では、異年齢でグループを作り様々な活動に取り組む中、大きい 

子から学んだり、小さい子を思いやる気持ちを育てていく。 

子育て事業では、一時保育だけではなく、地域の入園前の保護者のリフレッシュ 

を目的とした親子体操や零歳児の保育体験、親子ヨガなどニーズに合った企画を実 

施する。また、看護師による健康相談や体験給食などを通して育児の不安や疑問の 

解消を目指す。 

 定期型一時保育預かりでは、登園児の状況を見ながら通園時と同じクラスの中で 

保育を行うなどもしていく。 

 こども園利用の園児には、新たに遊びを通して英語に親しめる機会を０歳児から 

設けている。 

 令和４年度から始めた味噌作りは、引き続き行っていく。年度末に年長児が仕込 

み、約半年後の秋に小学生となった年長児が同窓会として集まり、完成した味噌を 

食す味噌開きを行っている。 

（２）本町きらきらこども園  

乳児クラスについては担当制を取り入れ、応答的な関わりを継続していく。幼児 

   クラスは異年齢保育を行いながら、各年齢別の発達に合わせてクラスの活動も取り 

入れ、互いに刺激し合い、学び合い育ち合う関係を作っていく。また、乳児クラス 

と幼児クラスの交流も積極的に図り、年下の園児との関わり方や年上への憧れや優 

しさを知ったり感じたりしながら、互いに親しみを持てる兄弟のような温かい雰囲 

気の園を目指す。 

地域の保育園、こども園との交流については、年長児が同年齢で楽しめる活動を 

   積極的に行い、高め合っていく。 

一時保育やひろば事業では利用者が増えているため、常に利用者のニーズを捉え、 

楽器で遊んだり、在園児と散歩を通じて交流するなど、こども園ならではの提案を 

地域親子に対して行っていく。 

地域との関わりでは、町会活動（クリーン作戦、おまつり等）に積極的に参加す 
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   る中で、地域の方々や民生児童委員の協力を得ながら、地域の子育て環境が豊かに 

なるように園からも情報を発信していく。 

また、コロナ禍から中断していた近隣の特別養護老人ホーム渋谷区つばめの里・ 

本町東との世代間交流を再開し、今後充実させていく。 

子ども、保護者、地域、職員が、心豊かになれるような温かい施設を目指す。 

（３）恵比寿のびのびこども園 

０・１・２歳児は育児担当制を取り入れ、丁寧な関わりを通して愛着の形成を促 

し、対人関係の基礎を築けるようにする。３・４・５歳児は子ども同士の関わりや 

育ち合いを大切にした異年齢保育を行いながら、年齢毎での活動も取り入れていく。 

子どもの自己肯定感が育まれるよう、一人ひとりに寄り添い肯定的に丁寧に応答 

   して関わる。また、自ら考え、主体的に行動できるような環境づくりに取り組んで 

いく。保護者からの要望や意見、苦情等には速やかに対応し、保育の可視化を意識 

しながら日頃の子どもの姿を伝え、信頼関係を深めていく。 

地域との交流行事を実施し、町会のお祭りに参加する等連携を深め、一時保育や 

   講座の開講などひろば事業も行い、地域の子育てを支援していく。 

    恵比寿公園内にあるという立地条件を活かし、戸外遊びで十分に体を動かしたり、 

   季節の移り変わりを感じたりしていく。 

（４）本町そよかぜこども園 

   子ども達が自分自身を大切に思えるよう、全職員で一人ひとりを愛情深く丁寧に 

関わり、見守っていく。また、子ども達の生きる力を育てていくために、自分で考 

えて行動できるよう保育・教育活動を展開していく。 

また、地域活動に根差したこども園を目指しており、地域活動には積極的に参加 

していく。引き続き、本町まつり、本町クリーン作戦、本町防災訓練、ハロウィン 

商店街練歩き、高齢者サロンなどに参加し、地域との連携を更に強化していく。 

地域の警察署、消防署の協力により、災害時・防犯の協力体制を子ども向け、職 

員向け、保護者に向けて訓練などを実施し、日頃の生活の中から学んでいく。 

児童青少年センター「フレンズ本町」に併設しているので、様々な事業に相互協 

力しながら、その利点を活かして取り組んでいく。 

 一時保育の預かり、見学会やひろばに遊びに来た地域の親子の育児相談を積極的 

に受け、安心して子育てが出来るよう子育て支援にも力を入れていく。 

  令和４年度より取り組み始めた光の探究については、今年度より探究活動として、 

 東京都が行っている「とうきょうすくわくプログラム」（乳幼児の伸びる・育つ、 
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好奇心・探究心を応援するプログラム）に参加することになった。 

（５）原宿こども園 

令和６年度から新たに、ＳＣＣ千駄ヶ谷コミュニティセンター内に開園した。幼 

稚園として利用する園児（１号認定児）の預かり、一時保育、ひろば事業、そして 

区内では唯一の病後児保育を実施している。また、民間団体と連携して、独自のプ 

ログラムによるスポーツ教室を実施したり、園児が近隣の国立競技場を見学するな 

ど、スポーツを特色として導入している。 

１・２歳の乳児クラスは、一人ひとりの生活リズムを考慮し、食事・排泄・睡眠 

・着脱などを通して親密な人間関係の基礎を作ることを大切に応答的な保育を展開 

していく。 

幼児クラスは、子ども同士の関わりや育ち合い、学びを大切にしながら異年齢保 

   育を行い、日々の活動の中で年下の子どもは年上の子どもの姿をまね、年上の子ど 

もは年下の子どもを思いやる気持ちを育てることをねらいとして、小人数の良さを 

活かした家庭的で温かい保育・教育を実践していく。 

  また、園の掲示板に子ども達のつぶやきや絵などを貼り、地域の方にも子どもの 

 成長の様子や園の情報を知らせる場として活用していく。 

  地域コーディネーターらの協力により、実施していた味噌づくりについては、引 

 き続き行っている。 

Ⅱ 保育園 

（１）西原保育園ゆめ 

一人ひとりを尊重し、個人の違いを踏まえ、個性を認め合う保育を行っている。 

保育士、看護師、保護者での連携を大切にし、個々に必要な支援を受けられ、安心 

して過ごせるよう心掛けている。 

乳児クラスでは、一人ひとりの発育に留意して、園で安心して過ごせるように担 

   当制による応答的な保育を取り入れていく。幼児クラスは、様々な経験を経て身体 

や五感を使い、自分で考えて工夫して遊び、体験に基づいた保育・教育を行うとと 

もに、異年齢交流を積極的に取り入れ、優しさや思いやりの気持ちを育んでいく。 

 保護者同士が親睦を深める「ゆめサロン」を開催し、情報共有や子育ての悩みを 

共有する場を提供する。また、保護者の保育士体験を企画し、保護者が保育に参加 

し、園への理解を深め、共に子ども達の成長を喜び合う機会を作る。 

園見学や体験給食、子育て支援事業を通して、地域で子育て中の親子の憩いの場 

   や気軽に相談できる場となれるように、掲示板やホームページを活用していく。 
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    令和６年度より始めた国際協力機構（ＪＩＣＡ）との国際交流会は引き続き実施

し、園児が外国籍の方との交流を楽しみ、他国への興味、関心が持てる機会とする。 

野菜等の栽培物を通して食物の連鎖を学び、収穫の喜びを感じ、自分たちで調理 

   するなどして食育を行っている。調理室が間近に見えるホールの会食では、調理の 

様子を見ながら楽しく食事することや、調理する人や食物への感謝の気持ちを育て 

ていく。 

Ⅲ その他 

全ての園の年長児は、小学校への期待や楽しさを学ぶ機会を持つことを狙いとして、 

地域の小学校とオープンスクールでの交流を行っていく。また、地域の保育園やこど 

も園、幼稚園との交流も行っていく。 

園によっては専門指導員による体育指導を行い、４・５歳児を対象に年１回体力測 

定を実施し、子ども達の運動能力を把握する。その結果を踏まえ、普段の保育・教育 

の中で運動・健康面での充実を図っていく。なお、原宿こども園では、連携している 

民間団体のプログラムを取り入れた、独自のスポーツ教室を行っている。 

日本の伝統的な行事を取り入れ、子ども達に和太鼓や多種の楽器に触れる機会を持 

たせ、音楽の楽しさやリズム感を養っていく。また、他国の言語や文化に親しむ機会 

を設ける。 

 幼児クラスでは、保育の質を共有・理解してもらうため、保護者が散歩に同行した 

り、体育指導を見学するなどの保育参加を行っており、更なる充実を図っていく。 

町会に加盟し、地域との関係を深めるとともに、地域住民との交流の場を更に拡充 

していく。 

 このほか、ヨガ教室や英語に触れながら遊ぶ「Ｅスタート」を実施している園があ 

る。 

 国内視察を通じて他園の先進的実践の積極的導入を進めており、現在は「応答的保 

育」「異年齢保育」「環境構成」に取り組んでいる。 

 一時保育の予約、病後児保育の予約及び記録については、利用者の利便性を図るた 

め新たなシステムを導入する。また、これまで券売機により対応していた一時保育、 

延長スポット保育、預かり保育、体験給食の支払いについて、デジタル地域通貨「 

ハチペイ｣での支払いを進めている。 
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 ◇ 年間行事計画 ◇ 

  保 育 行 事 備 考 

４月 
入園・進級お祝い会  

開園記念日 毎月 

 避難訓練（防災・防犯） 

 誕生会 

 身体測定 

５月 こどもの日 園外保育 

６月 虫歯予防デー 時の記念日 

７月 
七夕 プール開き  

夏まつり縁日ごっこ 

８月 プールじまい   

随時 

 園外保育 

 保護者会 

 個人面談 

 保育参観・保育参加 

 家庭訪問 

 交通安全指導 

 園医による内科健診・歯科健診 

９月 敬老の日 お月見  

10月 運動会 園外保育 

11月 勤労感謝の日 

12月 年末子ども会 お楽しみ会 

１月 新年子ども会 お餅つき会 

２月 節分 お別れ観劇会  

３月 
ひなまつり 就学お祝い会  

お別れ会 

   ※ 年間行事のほかに地域の特性に合わせて交流事業を行う。   

 

９ 職員体制  

  

施設 職種 園長 看護師 保育士 用務 事務 合計 総合計

 正規職員 1人 1人 26人 28人

 非正規職員 8人 1人 1人 10人

 正規職員 1人 1人 27人 29人

 非正規職員 10人 1人 1人 12人

 正規職員 1人 1人 26人 28人

 非正規職員 7人 1人 1人 9人

 正規職員 1人 1人 28人 30人

 非正規職員 8人 1人 1人 10人

 正規職員 1人 1人 14人 16人

 非正規職員 8人 1人 1人 10人

 正規職員 1人 1人 22人 24人

 非正規職員 5人 1人 1人 7人

 正規職員 6人 6人 143人 155人

 非正規職員 46人 6人 6人 58人

ゆめ 31人

26人原宿

あおぞら 38人

そよかぜ 40人

総合計 213人

きらきら 41人

のびのび 37人

 

   ※ 上記のほかに短時間勤務臨時職員あり（保育士） 
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１０ 勤務体制 

  職員は１か月ごとの勤務割表により、週平均４０時間勤務する。 

 

職種 勤務

Ｅ

Ｇ

12:00Ｈ

18:45

9:30

11:00

9 10 11

Ｂ

Ｃ

Ｄ

平常

0 1

18:15

1512

16:45

16:30

2 3 4 5 7 16 20 21

17:459:00

6

8:30 17:15

138

19:45

14 22

10:00

20:45

8:00

231917 18

事務
用務

平常 8:30 17:15

保育士
看護師

Ｆ

Ａ

7:45

7:25 16:10

 

    ※ ただし、ゆめは１９時４５分で勤務終了のため、Ｈの勤務区分は適用しない。 

 

１１ 運営体制 

（１）中・長期計画を立て、保育事業を計画的に運営していく。  

 職員の育成 地域との交流 運営の安定 

１年目 

～ 

５年目 

・職員育成のための研修の充実 

① 保育技術の向上 

② コミュニケーション能力を

高める。 

・渋谷区からの派遣職員の受入

れ 

・保護者との信頼関係構築 

・地域の方に園を知ってもら

う。 

・町会への参加、加入 

→地域の行事に参加する。 

・認定こども園及び認可保育所

の開設 

・第三者評価の実施 

・中・長期計画の策定 

・特色としたい保育の検討 

・保育管理業務や連絡帳等の 

ＩＴＣ化 

６年目 

～ 

１０年目 

・人材育成計画の策定 新規 

・昇任選考の実施 新規 

・職員育成のための研修の充実 

（１） 新規採用職員 継続 

（２） 中堅職員 新規 

 中堅職員育成研修 

 リーダー養成研修 

 クラスリーダー、乳

幼児リーダーの育成 

 キャリアアップ研修 

 海外研修、国内視察 

・園長及び副園長候補の育成 

新規 

・保護者との信頼関係構築  

継続 

・地域の方が園行事に参加す

る。新規 

・卒園した中学生を中心に職場

体験学習の受入れ 新規 

・高校生ボランティアの受入れ 

新規 

・地域コーディネーターの導入 

新規 

・第三者評価の実施 継続 

・保育の特色として「応答的保 

育」「異年齢保育」「環境構 

成」を取り入れる。 継続 

・保育管理業務や連絡帳等の 

ＩＣＴ化の充実 継続 

・備品等の買い替え 新規 

・長期修繕計画の策定 

 →修繕計画の実施 新規 

・大学との連携（就職活動支援

等） 新規 

・ＢＣＰ（事業継続計画）の検

討 新規 
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１１年目 

～ 

１５年目 

・人材育成計画の更新 継続 

・昇任選考の実施 継続 

・職員育成のための研修の充実 

 継続 

・園長及び副園長候補の育成 

 継続 

・渋谷区からの派遣職員の順次

解消 

 

・保護者との信頼関係構築  

継続 

・地域の行事に積極的に参加

し、企画運営に携わり、人と

人をつなぐ役割を果たす。 

新規 

・卒園した中学生を中心に職場

体験学習の受入れ 継続 

・高校生ボランティアの受入れ 

 継続 

・地域コーディネーターの拡充 

継続 

・第三者評価の実施 継続 

・特色とする保育の充実継続 

・保育管理業務や連絡帳等の 

ＩＣＴ化の充実 継続 

・備品等の買い替え 継続 

・修繕計画の実施 継続 

・大学との連携（就職活動支援

等） 継続 

・ＢＣＰ（事業継続計画）の策

定 継続 

・新園への移転(認可保育所か

ら認定こども園への変更) 

新規 

１６年目 

～ 

２０年目 

・人材育成計画の更新 継続 

・昇任選考の実施 継続 

・職員育成のための研修の充実 

 継続 

・園長及び副園長候補の育成 

継続 

 

 

・保護者との信頼関係構築  

継続 

・地域の行事に積極的に参加

し、企画運営に携わり、人と

人をつなぐ役割を果たす。 

継続 

・卒園した中学生を中心に職場

体験学習の受入れ 継続 

・高校生ボランティアの受入れ 

 継続 

・地域コーディネーターの拡充 

継続 

・第三者評価の実施 継続 

・特色とする保育の充実継続 

・保育管理業務や連絡帳等の 

ＩＣＴ化の充実 継続 

・備品等の買い替え 継続 

・修繕計画の実施 継続 

・大学との連携（就職活動支援

等） 継続 

・ＢＣＰ（事業継続計画）の策

定 継続 

（２）保育士の定着と確保のため、平成２８年１２月より渋谷区が実施した保育従事職員 

  宿舎借上げ支援事業を活用し新たな制度を導入したが、賃借料や礼金、転居費用を補 

  助するだけではなく、上乗せとして区が補助対象外としている敷金や手数料等も事業 

  団が負担することで職員の負担を軽減させている。 

（３）子育てに関する様々なニーズに応えられるよう、柔軟な運営を図る。 

（４）地域、関連機関との連携や協力を促進する。 

（５）各種会議を定期的に開催し、職員間で情報の周知徹底を図る。 

（６）第三者評価機関、自己評価、園評価に基づき、課題解決のための会議、研修を行い、 

スキルアップを図る。 

会議名 開催頻度 概 要 

①職員会議 月４回 全体に関わる報告、または課題検討等 

②給食担当者会議 月１～２回 

献立検討及びアレルギー児対策、食材

発注等、６園担当者会議を年２回程度

開催 

③保育内容検討会議 
（クラス担任、リーダー） 

月１回 
乳児打合せ、幼児打合せ、行事打合

せ、カリキュラム反省会 

④保健衛生会議 月１回 
子ども及び職員の保健・健康に関わる

こと 

⑤苦情対応会議 随時 
ＩＳＯ１０００２苦情マネジメントシ

ステムに基づき実施 
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⑥６園連絡会議 月１～２回 ６園の園長、副園長、看護師が参加 

⑦安全委員会 月１回程度 
園内外の点検、リスクマネジメントの

検討 

⑧各種担当者会議 随時 
子育て支援事業の充実を図るため等、

必要に応じて開催 

 

１２ 職員研修 

  質の高いサービスを提供するためには、何よりも職員の質の向上、専門技術の習得、 

 法改正等新たな制度に伴う様々な研修の計画が必要となる。毎年、新卒者を採用してい 

るため、経験年数の違いを考慮し、適切な研修計画を策定する。 

  区派遣職員、事業団職員とで構成されるため、コミュニケーション力が求められる。 

 その課題を中心に様々なニーズに沿えるような内容で研修を計画する。 

（１）採用時新任研修 

   事業団職員としての理念、運営方針等、こども園・保育園職員として必要な基礎知 

識の研修を行う。 

（２）一般研修 

   全職員を対象として、施設運営の基本姿勢、施設職員として適正な行動や態度、接 

  遇応対、職員の服務規律、虐待・ハラスメント等について研修を行う。 

（３）専門研修 

   保育技術、子どもの成長発達、衛生、安全、リスクマネジメント、虐待防止の研修 

  を行う。保育内容検討会議に参加することで、自分の保育を振り返り、意見交換や気 

  づきも一つの研修の機会と位置付け、職員の保育知識や技術のスキルアップのための 

  動機付けを行う。 

（４）担当クラス別研修 

   配属先以外のこども園、保育園で現場研修を実施し、職員間で意見交換を行い、子 

  どもの育ちや発達、保育方法について学ぶ。 

（５）リーダー養成研修 

   経験年数５年以上の職員を対象に３回連続講座（６コマ）を計画し、対象者は全員 

  受講する。更に、ステップアップの研修を行い、リーダーの育成、主任候補の育成を 

目指す。また、国が定めているキャリアアップ研修にも積極的に参加する。 

（６）救命救急講習 

   全職員がＡＥＤ操作を含む講習を受け、資格を取得する。 

（７）職場内研修 
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   各職場の研修担当者が自分の職場ですぐにできることを企画し、内容の検討を行い 

実施する。他のこども園・保育園にも呼びかけ参加を促す。身近な教材を使い、手軽 

に出来ることを目的とし、職員の中で共有する。 

（８）講師による専門研修 

   新たな保育技術や専門知識を得るために講師を招いて研修を行う。 

（９）ＩＳＯ１０００２の規格に適合するための職員教育訓練 

   職員の苦情対応力を向上させるため、スキルトレーニングを行う。教育訓練や指導 

  を通じて、その成果を検証して評価を行う。 

（１０）施設外研修 

   渋谷区、東京都社会福祉協議会、東京都民間保育園協会、東京都公立保育園研究会 

  が開催する専門研修に計画的に参加する。 

海外の先駆的・特徴的な保育・教育に目を向け、先進的な保育方法を学ぶため、海 

外研修を取り入れる。また、国内でも保育環境の評価が高い施設の運営方法を学ぶた 

め、国内視察の研修を取り入れており、これらを更に充実したものとする。 

研修項目 採用前 １年目 ２～４年目 ５～７年目 その他 

リスクマネジメント ○ ○ ○ ○  

コミュニケーション ○ ○ ○ ○  

接遇研修・服務研修 ○  ○ ○  

救命救急講習 ○ ○    

保護者対応  ○ ○ ○  

乳幼児の感染症   ○   

発達支援研修   ○   

保育技術Ⅰ  ○    

保育技術Ⅱ   ○   

保育技術Ⅲ    ○  

保育記録の取り方  ○ ○   

子どもの発達  ○  ○  

虐待防止研修  ○ ○ ○  

リーダー研修    ○ ○ 

副園長研修     ○ 

園長研修     ○ 

東社協研修     ○ 

民間保育園協会研修  ○ ○ ○  

各園での職場研修  ○ ○ ○  

海外研修・国内研修   ○ ○ ○ 
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１３ 虐待防止 

  子どもへの虐待防止については、全職員が「虐待の予防チェック表」や「自己評価チ 

ェックリスト」による確認作業を年３回行っており、その結果は全職員で確認するなど 

して防止に努めている。 

 

１４ 施設管理 

  園児が安心して快適に過ごせるよう、常に良好な環境を確保するため、定期的に施設 

管理職員が巡回し事前に対策を講じるとともに、建物・設備等機器類の定期的保守・点 

検を専門業者に委託し、施設の適正な維持管理を行う。 

 

１５ 防災対策 

  消防法に基づき消防計画を策定し、防災設備・避難誘導器具等の日常点検の徹底を図 

 る。年間の防災計画に従い避難訓練を毎月１回行い、その計画の中に火災・消火訓練、 

 不審者訓練、災害訓練、Ｊアラート訓練、引取り訓練も取り入れて様々な局面に対応で 

きるよう訓練を行う。また、防災対策を業者に委託し、より一層の対策を行う。 

保護者、職員に「しぶや安全・安心メール」の登録を推進し、併せて連絡帳アプリも 

活用していく。 

緊急時の防災備蓄食料を適正に管理するとともに、新たに策定したＢＣＰ（事業継続 

 計画）を運用していく。 

 

１６ 事故防止対策 

  こども園・保育園においては、幼い子どもを預かるため、少しの不注意や油断が大き 

な事故につながることがある。次のことを厳守し、事故を未然に防止する。 

（１）毎日の保育・教育を行うにあたり、引き継ぎを行い、朝夕の清掃時に利用者安全点 

  検を行う。 

（２）食物アレルギー等、命に係わる危険があるため、毎月の献立打合せを細かく行い、 

給食提供時には声掛け、目視、検食等複数回のチェックを行う。 

（３）建物内の各室・廊下にみだりに物を置かない等、身の回り・環境に危険のないよう、 

  常に万全の配慮を行う。 

（４）薬品、洗剤、その他危険物は指定した場所に保管し、職員以外の手に触れないよう、 

厳重に管理を行う。 

（５）施設の安全点検を毎月定期的に行う。 
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（６）救命救急講習ではＡＥＤ（自動体外式除細動器）の操作方法も学んでおり、早急な 

対応により命を救うことがあるため、全園でＡＥＤ及び吸引器を設置している。 

（７）日頃より職員の事故防止への意識を高めるため、ヒヤリハット・アクシデントレポ 

ートを作成し、会議等で改善策を検討するなどして活用している。 

 

１７ 労働安全衛生管理 

  職員の健康診断を年１回行う。また、給食指導のため、Ｏ－１５７を含む検体検査を 

 全職員が毎月１回行う。 

  適切な労働管理を行う（時間内での仕事の進め方の工夫等、年次有給休暇の取得推 

進）。 

  感染症を未然に防ぐため、インフルエンザ予防接種等を実施する。 

  ハラスメント防止については、全園にハラスメント防止担当者を設置して防止に努め 

ているほか、年に複数回行われる園長による職員面談、こども未来課による職員ヒアリ 

ングにおいても相談や対応できる体制を整えている。 

 

１８ 実習生の受入れ 

  こども園・保育園の運営に差し障りのない範囲で受け入れる。受入れについては職員 

全体に周知し、学校名・氏名・実習期間を掲示するとともに保護者にも周知する。また、 

実習生には個人情報の保護に関する法律に基づき、個人情報について守秘義務の徹底を 

図る。 

 ◇目的◇  

 （１）次の時代の保育士を育てていく。 

 （２）指導することで、自分の保育を省みる。 

 （３）実習生に対し、わかりやすく保育・教育目標・保育内容・子どもの育ち等を説明、 

   実践する指導を通じて保育士自身のスキルアップを図る。 

 

１９ インターンシップの受入れ 

こども園・保育園に興味を持ち、就職を希望する学生に大学を通して呼びかける。 

◇目的◇ 

（１）学生の職業意識の向上及び業務への理解を深める。 

（２）保育に関する興味や関心を持ち、事業団で働きたいという人材発掘の場とする。 

 

71



【対象】 

○こども園・保育園での就職を希望する学生 

○こども園・保育園に興味や関心があり、就職活動の参考にしたいと思う学生 

○当年度、次年度卒業見込みの保育士資格・幼稚園教諭資格取得見込みの学生 

 

２０ ボランティアの受入れ 

  子どもの安全を一番に考え、ボランティアの目的、立場を明確にして受け入れる。受 

 入れの際にはオリエンテーションを行う。必要な場合は検体の提出を受ける。 

しぶやボランティアセンターへの登録及び、保険加入を勧め、事故が起きた場合の対 

 処等、事前に説明を行う。 

 ◇目的◇  

 （１）ボランティアを受け入れることで、こども園・保育園の運営、サービスの透明性 

につなげる。 

 （２）様々な人との交流により子ども達の社会性が育ち、職員にも適度な緊張感が生ま 

   れ、良い効果が期待される。 

 （３）こども園・保育園の社会的な役割を理解し、地域と保育園とをつなぐ架け橋にな 

   ってもらう。 

 （４）ボランティア活動に参加することで、子どもの可愛さや子育ての楽しさを知り、 

   人の役に立つ経験をすることで社会参加を促す。 

 

２１ 個人情報の保護 

  個人情報の保護に関する法律に基づいた「個人情報保護に関する基本方針」に則り、 

利用者との契約の際に、認定こども園契約書及び保育園契約書に基づき、利用者の個人 

情報を適正に管理することを説明し同意を得た上で契約書の取り交わしを行う。 

一方、利用者の個人情報を取り扱う職員については、その取扱いに当たり個人情報の 

 目的や重要性を認識させ、適切な取扱いを指導するとともに、職員に「特定個人情報、 

個人情報及び機密の守秘に関する誓約書」及び「情報セキュリティポリシー職員遵守事 

項（要約）」を読み合わせして提出させる。 
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地域包括支援センターの事業計画 

 

 

１ 基本姿勢 

  事業団は、区内全１１か所の地域包括支援センター事業を運営受託している。運営施 

 設は以下の通りである。なお、渋谷区ケアコミュニティ・原宿の丘が建て替えのため、 

渋谷区ケアコミュニティ・原宿の丘地域包括支援センターが渋谷区障害者福祉センター 

はぁとぴあ原宿に移転し、住所及び名称が変更となり、渋谷区障害者福祉センターはぁ 

とぴあ原宿地域包括支援センターとして運営を行っている。 

・渋谷区豊沢・新橋地域包括支援センター 

・渋谷区恵比寿西二丁目地域包括支援センター 

・渋谷区ひがし健康プラザ地域包括支援センター 

・渋谷区かんなみの杜・渋谷地域包括支援センター 

・渋谷区富ヶ谷・上原地域包括支援センター 

・渋谷区総合ケアコミュニティ・せせらぎ地域包括支援センター 

・渋谷区あやめの苑・代々木地域包括支援センター 

・渋谷区つばめの里・本町東地域包括支援センター 

・渋谷区笹幡地域包括支援センター 

・渋谷区千駄ヶ谷・北参道地域包括支援センター 

・渋谷区障害者福祉センターはぁとぴあ原宿地域包括支援センター 

  このうち、笹幡、あやめの苑、原宿、豊沢・新橋の４か所は、「機能強化型地域包括 

支援センター」として各圏域における統括・総合調整の機能を担い、地域包括支援セン 

ター全体の機能強化を図る。 

  地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムの構築及び地域共生社会の実現を図 

るため、高齢者等が住み慣れた地域で、安心して可能な限り自立した生活を継続するこ 

とができ、ニーズや状態の変化に応じて途切れることなく様々なサービスが提供される 

ように、高齢者等の生活を支える総合相談窓口の役割を果たす。支援ニーズが複雑化・ 

複合化している中、他分野を含めた包括的な相談支援体制として、法改正を踏まえた体 

制整備を高齢者福祉課と検討していく。また「渋谷区重層的支援体制整備事業実施計画」 

に基づき、属性や世代を問わず相談を受ける体制構築の一環として、障がいに関する相 

談に加えて、子ども及び生活困窮者の相談を含めて、複合化したニーズに対応できるよ 

うに相談機能の拡充を図る。そのため、民生・児童委員や、社会福祉協議会の地域福祉 
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コーディネーター、ボランティア団体等との、より一層の協力関係の構築を図る。 

 介護予防・日常生活支援総合事業は、今後も円滑にサービス利用を推進する。また、 

機能強化型地域包括支援センターに配置された「認知症地域支援推進員」は、認知症施 

策全般の推進について区と協働して取り組む。 

 

２ 運営方針 

（１）どのようなサービスを利用すべきか、利用できるサービスが分からない区民の人た 

  ちに対して、そのニーズを的確に把握し、対応できるサービスにつなげるためのワン 

  ストップ相談窓口としての役割を果たす。 

（２）自立支援・重度化防止の観点に立ち、介護予防・日常生活支援総合事業の円滑な利 

  用を推進し、要支援・要介護認定または基本チェックリストの実施による介護予防サ 

  ービス計画、介護予防ケアマネジメント等の支援を行う。 

（３）地域包括ケアシステムの構築及び地域共生社会を実現するために、民生委員、見守 

り協力員、町会等地域団体、医療機関、障害・児童関連機関、商店・企業等によるネ 

ットワークを推進し、自助・互助・共助を含めたケアシステムを構築していく。 

（４）個別地域ケア会議及び圏域地域ケア会議を開催し、個別支援、ネットワーク構築を 

推進するとともに地域課題を抽出し、中央地域ケア会議に議案検討課題として上程し 

ていく。 

（５）保健師または看護師、社会福祉士並びに主任介護支援専門員など専門職が常に、知 

識・技術の専門性を高めるとともに、それぞれの専門性を活かしながら職員間の連携 

を密接にし、チームで業務を実施する。 

（６）事業の適正な執行と経費の節減に努める。 
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３ 職員体制 

 

施設 職種 課長 事務
介護支援
専門員

保健師・
看護師

合計 総合計

 正規職員 4人 3人 7人

 非正規職員 1人 1人

 正規職員 4人 1人 5人

 非正規職員 0人

 正規職員 4人 1人 5人

 非正規職員 1人 1人

 正規職員 3人 1人 4人

 非正規職員 0人

 正規職員 4人 1人 5人

 非正規職員 0人

 正規職員 5人 1人 6人

 非正規職員 0人

 正規職員 1人 1人 3人 3人 8人

 非正規職員 0人

 正規職員 5人 1人 6人

 非正規職員 0人

 正規職員 6人 1人 7人

 非正規職員 1人 1人

 正規職員 3人 1人 4人

 非正規職員 0人

 正規職員 5人 1人 6人

 非正規職員 0人

 正規職員 1人 1人 46人 15人 63人

 非正規職員 3人 3人

6人

66人

あやめ

8人

5人

8人

6人

8人

4人

5人

6人

4人

豊沢・新橋

富ヶ谷・上
原

ひがし 6人

原宿

本町

合計

千駄ヶ谷・
北参道

笹幡

恵比寿西二
丁目

せせらぎ

かんなみ

 

※ 課長は、地域包括ケア担当課長（介護支援専門員）がセンター長兼務１人 

※ センター長が介護支援専門員を兼務 

※ 上記のほかに短時間勤務臨時職員あり（事務） 

 

４ 勤務体制 

  職員は１か月ごとの勤務割表により、週平均４０時間勤務する。 

職種 勤務 6 7 1512 2318 19 20 2116 17 2213 1411

介護支援専門員
保健師
看護師
事務

8 9 10

遅番Ｂ

平常

遅番Ａ

19:00

8:30 17:15

9:00 17:45

10:15
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５ 個人情報の保護 

  職員は、個人情報保護法の精神を尊重し、個人情報の利用目的や重要性を認識して、 

 業務を行う。 

 

６ 職員研修 

  区民サービスの向上及び災害発生時の対応に備えることを目指し、必要な専門領域の 

研修及び共通課題に関する研修を受講する。 

（１）専門研修 

   ア 東京都主催地域包括支援センター新任研修及び現任研修 

   イ 東京都、渋谷区、関係機関・団体等主催専門・課題別研修 

（２）共通研修 

   ア 渋谷区、事業団等主催関連業務研修 

   イ 救命講習 

 

７ 防災計画 

  業務継続計画（ＢＣＰ）は、年１回の研修及び訓練の実施後に、事業継続推進委員会 

で協議し、見直しを行う。 

 

８ 事業概要 

 ◇ 事業所別担当地域 

事業所 担当地域 

豊沢・新橋 恵比寿１丁目～４丁目、広尾１丁目・２丁目・５丁目 

恵比寿西二丁目 
猿楽町、鶯谷町、鉢山町、代官山町、恵比寿西１丁目・２丁

目、恵比寿南１～３丁目、桜丘町、南平台町 

ひがし 渋谷３丁目、東１丁目～４丁目、広尾３丁目・４丁目 

かんなみ 
道玄坂１丁目・２丁目、円山町、神泉町、宇田川町、神南１

丁目・２丁目、神山町、松濤１丁目・２丁目 

富ヶ谷・上原 富ヶ谷１丁目・２丁目、上原１丁目～３丁目 

せせらぎ 
西原１丁目～３丁目、元代々木町、大山町、幡ヶ谷１丁目、 

笹塚１丁目 

あやめ 代々木神園町、代々木３丁目～５丁目、初台１丁目・２丁目 

本町 本町１丁目～６丁目 

笹幡 幡ヶ谷２丁目・３丁目、笹塚２丁目・３丁目 
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千駄ヶ谷・北参道 千駄ヶ谷１丁目～６丁目、代々木１丁目・２丁目 

原宿 渋谷１丁目・２丁目・４丁目、神宮前１丁目～６丁目 

（１）包括的支援事業 

   地域包括支援センターは地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支 

援するため、自立支援、重度化防止の観点に立ち、以下の事業を地域において一体 

的に実施する。 

   ① 総合相談・支援事業 

     個々の高齢者等がどのような支援が必要かを把握し、地域における適切なサー 

    ビス、関係機関や制度の利用につなげる等の支援を行う。 

   ② 権利擁護事業 

     高齢者の人権や財産を守る成年後見制度など権利擁護を目的とするサービスや 

    制度の活用を推進するとともに、高齢者虐待の早期発見・早期対応のため区と連 

携し、認知症高齢者などに対する人権や権利を擁護する相談・支援を行う。 

   ③ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

     高齢者等の自立支援の観点に立ち、地域における様々な資源を活用し（包括的)、 

途切れることなく（継続的）、必要なサービスが提供されるよう支援していくた 

め、地域のケアマネジャー、介護保険事業者等との連携及び育成を目的とした研 

修会等の開催・支援を行う。 

事業所 名称 開催頻度 対象者 

あやめ 

せせらぎ 

富ヶ谷・上原 

西部圏域地域勉強会

オンラインサロン  

年１～２回  

月１回 

西部圏域のケアマネジ

ャー、他介護保険事業

者等 

笹幡 

本町 
笹幡ケアマネ勉強会 隔月１回 

北部圏域のケアマネジ

ャー 

原宿 

千駄ヶ谷・北参道 

かんなみ 

東部圏域研修会 年１～２回 
東部圏域のケアマネジ

ャー等 

豊沢・新橋 

恵比寿西二丁目 

ひがし 

南部圏域事業所合同

研修会 
年１～２回 

南部圏域のケアマネジ

ャー等 

ひがし 
ケアマネ懇談会 

（情報交換会） 
年４回 

ひがしエリアのケアマ

ネ事業所５か所 

④ 在宅医療・介護連携の推進 

   ⑤ 認知症施策の推進（認知症地域支援推進員事業を中心に） 

     機能強化型地域包括支援センターに配置された認知症地域支援推進員を中心に、 

    各センターが連携し、認知症施策の推進に取り組む。 
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主な業務 概  要 

認知症初期集中支援チーム 
認知症や精神疾患等により対応困難な方に対し

て、期間を定め認知症協力医と連携し対応を行う｡ 

ものわすれ相談会 

区より各圏域に配置された認知症相談協力医と連

携し、月１回、機能強化型地域包括支援センター

にて、ものわすれ相談会、認知症の困難ケース対

応及び健康相談等の調整を行う。 

認知症関連研修の実施・支

援 

認知症サポーター養成講座、フォローアップ研

修、キャラバンメイト養成研修等、区と連携し企

画・実施していく。 

認知症フォーラムの（認知

症になっても展）実施 

認知症になっても安心して生活を送ることが出来

る地域になる取り組みについて区民に広く普及・

啓発する。区と連携し開催する。 

オレンジカフェの拡充、支

援 

認知症の方や家族、地域の方など誰もが参加で

き、懇話や交流ができる場としての「オレンジカ

フェ（認知症カフェ）」の運営支援及び拡充を図

り、外出するきっかけづくりやストレス軽減を図

る。また、若年性認知症に配慮した、「若年性認

知症カフェ」についても運営支援及び拡充を図

る。 

認知症ケアパスの普及啓発

及び更新 

認知症の進行段階に応じて、その地域の社会資源

を活用し、いつ、どこで、どのような支援を受け

ることができるのかを示した「認知症ケアパス」

の普及啓発を図るとともに、更新を行う｡ 

認知症高齢者行方不明対応

等 

「見守りキーホルダー」、「ＳＯＳネットワー

ク」、その他ＩｏＴ活用による高齢者行方不明対

応を推進する。 

認知症検診の実施 

６５歳・７０歳・７５歳の高齢者や希望者に対し

てセルフシートを郵送、希望された方に対して指

定の医療機関にて認知症検診を実施する。検診

後、地域包括支援センターを中心に本人のニーズ

に寄り添った支援を行う。 

認知症予防プログラムの実

施 

認知症検診の結果、ＭＣＩ（軽度認知障害）と判

定された人や希望者に対して、予防プログラムに

効果があると言われる運動・知的活動・コミュニ

ケーションを組み合わせたプログラムを実施す

る。 

本人ミーティングの実施 

認知症のご本人同士が出会い、つながり、ご本人

の思いや意見の言える場をつくり、地域の人達と

一緒に考える。ご本人の意見を区の施策に反映

し、区全体で誰もが安心して暮らせる街づくりを

進める一助とする。 

チームオレンジの実施 

研修を受けた認知症サポーター等が支援チームを

作り、本人ミーティング等で抽出されたニーズを

支援できるような仕組みで実施する。 
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⑥ 地域ケア会議の推進 

名 称 主 催 内 容 

個別地域ケア

会議 

地域包括支援セン 

ター 

主に個別課題解決を目的とし、権利擁護

（虐待事例を除く）及び援助困難事例に

ついて支援内容を検討する。また、会議

を通じて地域課題の発見につなげる。 

圏域地域ケア

会議 

機能強化型地域包 

括支援センター（ 

日常生活圏域内の 

地域包括支援セン 

ターと協働実施） 

地域住民、関係機関・団体等による地域 

課題の共有及び協議を通じて、地域支援 

ネットワークの構築を推進する。 

中央地域ケア

会議 
高齢者福祉課 

機能強化型地域包括支援センターが集約 

した地域課題を政策形成につなげ、地域 

資源の開発をすることにより、地域の課 

題解決力を高めることを目的とする。 

（２）介護予防給付 

    要支援１・２で、介護予防・日常生活支援総合事業の「訪問型サービス」及び  

「通所型サービス」以外の予防給付の利用者を対象に、自立支援の観点に立ち、従 

来の介護予防サービス計画をはじめとした一連の支援を行う。 

（３）介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業） 

  ① 介護予防・生活支援サービス事業 

    要支援・要介護認定により要支援１・２、非該当と判定された高齢者を含め基 

   本チェックリストにより該当した事業対象者が、介護予防・日常生活支援総合事 

業の「訪問型サービス」「通所型サービス」を利用する場合、自立支援の観点に 

立ち、介護予防ケアマネジメントを行う。 

   ② 一般介護予防事業 

     地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防につながるよう高齢者へのフォ 

    ローアップを行っていく。 

（４）会議等 

    地域包括ケアシステムの構築及び地域共生社会を実現していくため、民生委員、 

   見守り協力員、地域住民・団体等をはじめ、多様な機関等と連携する機会となる会 

議を開催していく。 

会議名 施設 開催頻度 概 要 

①地域連絡会 各施設 年１回以上 

担当地域の民生委員や見守り協力員と

の情報共有や地域課題について協議す

る。 
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②リフレッシュ交

流会 
各施設 年３回 

介護者の負担軽減とメンタルケアを目

的に情報交換や交流会を行う。 

③見守りサポート

連絡会 
各施設 毎月１回 

日常生活に不安があり見守りを必要と

する方々について、協力員と情報交換

を行い、支援の方策を検討する。 

（５）オレンジカフェ（認知症カフェ）及びサロン等の運営・後方支援 

   認知症地域支援推進員によるオレンジカフェの新規立上げ支援をはじめ、高齢者 

  等の居場所、活躍の場づくりを推進するため、サロン活動等の後方支援を行う。 

事業所 名称 概要 

豊沢・新橋 「ふらっとカフェ」 

（オレンジカフェ） 

毎月第２水曜、恵比寿社会教育館に 

て、訪問看護事業者等により運営。 

「さくらサロン」 

（ふれあい型サロン） 

毎月第３水曜、地域交流センター新 

橋にて、見守り協力員等により運 

営。 

恵比寿西二丁

目 
「代官山オレンジカフェ」 

（オレンジカフェ） 

恵比寿西２丁目住宅にて、ボランテ

ィアにより運営。 

ひがし 「ひがし優っくりカフェ」 

（オレンジカフェ） 

第４木曜、健康プラザ食堂にて、デ

イサービスの職員が運営。 

「虹の会」 

（オレンジカフェ） 

第１・３木曜、リフレッシュ氷川に

て、区民により運営。 

「日赤くらしの保健室」 

 （ふれあい型サロン） 

年４回不定期開催。東二丁目都営住

宅集会室にて、日赤看護大学が運

営。 

かんなみ 「チャーミング café」 

（オレンジカフェ） 

チャームプレミアグラン松濤にて、

ボランティアにより運営。 

富ヶ谷・上原 「富いちサロン」 

（ふれあい型サロン） 

毎月第２金曜、ベテル教会にて、区

民有志により運営。 

「たんぽぽカフェ」 

（オレンジカフェ） 

毎月第２土曜、はつらつセンター富 

ヶ谷にて、区民有志等により運営。 

「どんぐりカフェ」 

（多世代交流型サロン） 

毎月第１・第３土曜、富ヶ谷二丁目

町会会館にて、富ヶ谷二丁目町会が

運営。 

せせらぎ 「café マリエ」 

（若年性オレンジカフェ） 

せせらぎラウンジにて、ボランティ

アにより運営。 

「優っくりカフェ」 

（オレンジカフェ） 

せせらぎラウンジにて、ボランティ

アにより運営。 

あやめ 
「カフェグランダ初台」 

（オレンジカフェ） 

毎月第２土曜、「グランダ初台」に

て、療法士・訪問看護師・薬剤師、

有料ホーム等専門職により運営。 
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あやめ 
「ふれあいサロン参宮橋」 

（ふれあい型サロン） 

はつらつ参宮橋にて町会・民生委

員・見守りサポート協力員により運

営、包括は随時参加。 

「さわやかスペース初台」 

（ふれあい型サロン） 

初台青年館にて、町会・民生委員・

見守りサポート協力員により運営。

包括は随時参加。 

「チャームプレミアカフェ

初台」 

（オレンジカフェ） 

有料老人ホーム「チャームプレミア

代々木初台」にて、施設職員、福祉

用具専門員、ケアマネジャーにて運

営。認知症予防体操をプログラムに

組み込んで実施。 

本町 「渋谷本町 cafe サパン」 

（オレンジカフェ） 

有料老人ホーム「もみの樹」にて、

ボランティア等により運営。 

「カフェ・つばめ」 

（オレンジカフェ） 

毎週火曜、つばめの里・本町東地域 

包括支援センター内にて、見守りサ 

ポート協力員等により運営。 

「こちかふぇ・ほんまち」 

（オレンジカフェ） 

不動通商店街振興組合会館にて、ケ

アマネジャー・ボランティア等によ

り運営。 

笹幡 
「ささはたカフェ」 

（コミュニティカフェ） 

毎月第３月曜、六号・十号・十号坂

商店街にて、商店会・町会・学校等

ボランティアにより運営。 

「オーフレイルカフェ」 

（オレンジカフェ） 

笹幡地域包括支援センター内にて、

民生委員・見守りサポート協力員等

により運営。 

「ささはたカフェガーデン」 

 （コミュニティカフェ） 

毎月第４土曜、笹幡地域包括センタ

ー内にて、地域の有志・ボランティ

アで運営。 

千駄ヶ谷 「千駄ヶ谷コミュニティカ

フェ」 

（コミュニティカフェ） 

第３木曜、千駄ヶ谷・北参道施設に

て、地域の介護保険事業所スタッフ

等のボランティアにより運営。 

山野ビューティーカフェ

（オレンジカフェ） 

山野美容専門学校にて、学生が運

営。 

原宿 「ハラッパーズ」 

（オレンジカフェ） 

介護経験のあるボランティアにより

運営。 

ほのぼのサロン らぴす 

（コミュニティカフェ） 
個人経営のカフェで月１回の運営。 

※ その他に開催されているサロン、カフェ等にも随時支援を行う。 

   ※ コミュニティカフェは、地域において誰でも立ち寄れるカフェ。 

   ※ ふれあい型サロンは、渋谷区社会福祉協議会の「ふれあい・いきいきサロン」 

事業に登録された活動。  
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（６）災害時要援護者支援等 

   町会防災組織による「渋谷区個別避難計画書」の作成にあたり、円滑にプランが 

作成されるよう関係者との同行訪問、ケアマネジャーからの情報収集等、町会防災 

組織と連携していく。また、地域の防災訓練に積極的に参加し、避難所運営はじめ 

災害弱者対策に専門的観点から協力していく。 

（７）地域事業への参加 

   美化活動はじめ町会や地域で行われる様々な催しに積極的に参加し、地域包括ケ 

ア推進のネットワークづくりを推進していく. 

（８）看護学校実習生の受入れ 

    地域包括支援センターの役割及び今後の地域包括ケアシステムの構築を踏まえた 

   医療職との連携の在り方を学ぶ。 
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